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平成２７年第４回牛久市議会定例会 

 

議事日程第４号 

    平成２７年１２月１０日（木）午前１０時開議 

 日程第１．一般質問 

        ――――――――――――――――――――――――― 

午前１０時００分開議 

○議長（市川圭一君） おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

 日程第１、一般質問を行います。 

        ――――――――――――○―――――――――――― 

 一般質問 

 

○議長（市川圭一君） 初めに、８番須藤京子君。 

      〔８番須藤京子君登壇〕 

○８番（須藤京子君） 市民クラブの須藤京子です。３日目の最初となります。どうぞよろし

くお願いを申し上げます。 

 通告に従いまして、一般質問を一問一答方式で行ってまいります。 

 まず初めは、ひたち野地域における子育て支援の充実について。 

 １つ目は、リフレビルを活用した親子で遊べる「本と遊びの図書館」について２点の質問を

行います。 

 ひたち野地域の人口増加は特に若い世代の転入が多く、ＴＸの沿線以外で学校建設が課題と

なるような地域は牛久以外にないと思っております。これは、牛久市の学校や子育て環境が、

政策が子育て世代に支持されている一つのあかしになると思っているところであります。こう

した牛久市の取り組みをさらに進めるため、今回は一つの提案をさせていただきたいと思いま

す。それは、リフレビルに親子で遊べる本と遊びの図書館を開設することです。 

 平成２５年２月２３日に国立青少年教育振興機構が発表した「子どもの読書活動の実態とそ

の影響・効果に関する調査研究報告書 子どもの頃の読書活動は豊かな人生への第一歩」、そ

の報告書によれば、子供のころに読書活動が多い大人ほど、未来志向や社会性などの意識や能

力が高いことが調査結果から明らかになったということであります。この傾向は、中高生にも

同様に見られ、特に就学前から小学校低学年までの家族から昔話を聞いた、本や絵本の読み聞

かせをしてもらった、絵本を読んだ、こういった読書活動がその後の豊かな人生と密接に関係



 

していることがわかったと報告されています。 

 子供が本と出会う場として、牛久市では「ブックスタート」を初めとし、図書館では「おは

なしよんで」「おはなし会」「うさちゃんきいて」「おはなしとんとん」とさまざまな取り組み

がされているところであります。しかしながら、図書館では子供が歩き回ったり声を上げたり

することができません。親子連れが図書館でのんびりとした時間を過ごすことは難しく、おの

ずとイベント以外は本を借りに行くだけの場所になってしまいがちであります。 

 韓国の首都ソウルに、貧困と格差に悩むカナック区という地域があります。そのカナック区

では、誰もがひとしく学ぶ機会が必要だとして区長の強い主張により知識の福祉という政策が

打ち出されました。その中心事業が小さな図書館運動で、現在では官民合わせて５９の図書館

が開設されています。それらの図書館の中に、子供の遊び場も一緒にある本と遊びの図書館が

あります。この図書館には、閲覧室に遊具があり、床には転げ回れるようウレタンマットが敷

かれ、図書館とは思えない元気な子供の声が響いているといいます。そこで、子育て世代が増

加しているひたち野地域でこうした取り組みができないかと思った次第です。 

 リフレビルの２階や３階を活用した、主に子供たちを対象とした小さな図書館が開設できな

いかということについて、市としての見解を伺います。 

○議長（市川圭一君） 市長根本洋治君。 

○市長（根本洋治君） おはようございます。 

 まず、ソウル市カナック地区の本と遊びの図書館についてお答えいたします。 

 須藤議員のおっしゃるとおり、ソウル市のカナック地区では遊休施設や公共スペースを利用

して住居地から歩いて１０分のところに生活密着型の地域密着型読書施設「小さな図書館」を

つくり、地域住民のための読書文化プログラムを提供しております。そのうちの一つである本

と遊びの図書館は、閲覧室に遊具があり、遊具で遊んだ後に本を読んだりする、また借りたり

する親子が多いという事例がございます。 

 この本と遊びの図書館と同様の施設をリフレプラザに設置できないかという御質問でござい

ますが、現在はリフレプラザは音楽団体や演奏会、練習、各種展覧会や選挙の期日前投票所と

してさまざまな利用がなされております。平成２５年度には年間１２０日、平成２６年度は１

４２日の利用があり、平成２７年度は１１月末現在で１４２日の利用日数となっております。

また、リフレプラザは団体等の利用がないときはオープンスペースとして開放しておりますが、

学習の場としても利用する中高校生や駅の待ち合わせ場所、また小休止する多くの市民などが

見受けられ、こうした施設の常設は難しい状況にあります。 

 今後、図書があって親子で楽しめるイベントをリフレプラザで定期的に提供することが可能

かどうか検討してまいります。 



 

 郵便局がございまして、私が議員時代、議員団として時の亀井郵政大臣に県会議員、そして

茨城出身の国会議員に陳情して、そして早期に郵便局ができた経緯がございます。皆さんにお

かれましてもさまざまな提案をこれからリフレプラザ、またいろいろな施設にこのような設備

だとどうかということをお聞きしながら、この利活用を検討してまいりたいと存じます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

○８番（須藤京子君） それでは、ただいまの答弁によりますと、リフレビルのリフレプラザ

ですか。そこの施設としてはさまざまな団体で活用しているということで、なかなか常設のそ

ういう場所をとるのが難しいということでしたけれども、このビルを使うに当たっての建設用

途とか消防法とかというのに、ちょっとヒアリングの段階では抵触している部分があるのでは

ないかというようなことも伺ったんですが、その辺については大丈夫ということで理解してよ

ろしいんでしょうか。 

 これは、関連になるんですけれども、通告はそこに……。一応、そのヒアリングの段階では

この話はしたんですけれども、その話は詰めていませんので、ちょっと伺いたいと思うんです

が。 

○議長（市川圭一君） 中央図書館長栗山裕一君。 

○中央図書館長（栗山裕一君） 須藤議員の再質問にお答えいたします。 

 以前はそういうことがあって消防署と協議していたらしいんですけれども、現在はそういう

ことをやらなくても消防法の規制とかそういう用途のあれはないそうです。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

○８番（須藤京子君） そうしますと、今市長がおっしゃったような理由ということで、これ

はほかの団体の利用を制限する、牛久市としては生涯学習の場を含めていろんな市民団体が活

用していることから、そういう機会、そうした場をなくすということは、市としてはなかなか

できないというふうに思いますので、これはもう一度私自身も考えを少し変えて、どこかでこ

うした取り組みができないかという方向の中で御提案をさせていただきたいというふうに思い

ます。 

 今回の通告では、「リフレビルを活用した」ということに限定しておりますので、図書館の

活動については申し上げておりません。ですので、これは今後の私の課題として次の機会に譲

りたいと思いますけれども、今図書館というのは公が担うだけでなく、いろいろな事業所、民

間のＮＰＯも含めて指定管理者等の中で管理運営がされているというその中で、多様な、例え

ばカフェが併設されたりレストランが併設されたり、そして無線ＬＡＮが整備されてインター

ネットにも接続できるというような多様な環境を整備することによって、図書館に求められる



 

市民ニーズの多様化に当たっている。そして、また小布施町では先ほど申し上げたような小さ

な図書館運動というのに近い形で、「おぶせまちじゅう図書館」という構想が打ち出されてい

たりして、その中では銀行や郵便局、喫茶店、その地域の地酒のお店、醸造所なども連携して、

その関連のそこにふさわしいような図書を充実したりして展開している。また、子供向けの図

書館として開設しているところでは、おむつがえのスペースとか授乳室が整備されていると、

こんなふうな図書館がふえてきているということであります。 

 ですので、牛久市でもこうした図書館の多様な図書館ニーズに応えていくという姿勢が必要

だというふうに思っております。これは、今回の質問では通告しておりませんので、次回のと

きに譲りたいと思います。私の意見でございます。 

 それでは、次にリフレで行われているリフレ子育て出張広場と小さな図書館の融合という視

点から質問してまいります。 

 御存じのように、ひたち野地域での子育て支援の一環でリフレビルでは毎週、子育て出張広

場が開催され、多くの親子連れが利用しているところであります。子育て出張広場は、親子が

気軽に訪れ、ほかの親子と交流したり、アドバイザーの方に子育ての悩みを聞いてもらったり、

また紙芝居や簡単な遊びなども取り入れ、家庭で子育てしている保護者の力強い味方として大

いなる力を発揮していると聞き及んでおります。こうした子育て出張広場をさらに豊かにする

一つの手段として、先ほどお話しさせていただいた小さな図書館をここに融合させてはどうか

ということであります。 

 最初の質問は、図書館に子育て支援策としての遊び場の創出を提案したのですが、この質問

では子育て支援策に図書館を持ち込むことを提案しています。遊び場に本のある環境をつくり

出すことは、親子にとって本が身近に感じられるきっかけにもなり、紙芝居から本へ、家庭で

の読み聞かせへとつながる取り組みになるのではと考えますが、いかがでしょうか。市として

の見解を伺います。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長高谷 寿君。 

○保健福祉部次長（高谷 寿君） ひたち野リフレで行われている子育て出張広場と小さな図

書館の融合についてお答えいたします。 

 現在、ひたち野リフレビルにおける子育て出張広場は、毎週、曜日は不定期ですが午前１０

時から午後３時まで、ゼロ歳と１歳を対象として実施しております。昨年度は延べ１，３２７

名の利用があり、今年度も毎回約３０名の親子が利用されており、保護者とお子さんの遊びや

交流の場として定着しております。子育て出張広場では、子育てアドバイザーがふれあい遊び

や紙芝居を実施しております。絵本も用意はしておりますが、図書の選び方や最新の図書情報

など図書館の協力を得たい旨の意見があります。 



 

 今後、図書館の協力を得ながら、子育て支援の一つとして親子で本に親しむ機会を出張広場

においても進めてまいります。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

○８番（須藤京子君） 小さな図書館としてリフレビルを活用することは、なかなか建物の場

の性格上、難しいけれども、それをある意味、ソフト面でこのリフレ子育て出張広場で行える

ということであれば、これはとてもすばらしいというふうに思います。 

 今後、図書館との連携という意味では具体的に、今の御答弁ですと進んでいけるような感触

を持ったんですけれどもいかがでしょうか。具体的に話を進めていっていただける環境という

ふうに理解してよろしいでしょうか。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長高谷 寿君。 

○保健福祉部次長（高谷 寿君） 先ほどもお答えしましたように、図書館の司書の方とかの

協力を得て進めていきたいと思っております。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

○８番（須藤京子君） それはきちんと、これはお金のかかることではないので、人同士が課

の連携を超えればできることですので、御協力のほうを、事業の推進をお願いしたいというふ

うに思います。 

 それでは、次に外遊び遊具の充実について伺います。 

 外遊び遊具についての質問は、昨年の９月議会でも取り上げました。そのときにも申し上げ

ましたが、幼児期の外遊びによる運動経験は、生涯にわたる健康の基礎をつくる土台となりま

す。運動ができる子供に育てたいなら、体操教室に通わせるよりも自由に外遊びをさせるほう

が効果的だというような意見もあります。しかし、現実には自然の中で思い切り遊ぶ機会は減

少してきています。そうした状況の中で、体を動かして遊べる遊具は、子供にとって重要なも

のと言えます。ことし、牛久運動公園に設置されたふわふわドームは、評判もよく人気が高い

と聞いております。また、ことし４月にオープンした阿見町の圏央道阿見東インター北側のい

ぶきの丘阿見東ふれあいの杜公園には大型遊具が設置され、これも人気を博しているようであ

ります。 

 昨年の答弁では、市内の公園は整備されてから３０年、４０年たつものも多い中で、公園の

ワーキングチームを立ち上げ、若いお母さんたちからの声なども参考にモデル的な事業として

牛久運動公園に遊具を設置するということで、ふわふわドームが整備されたという経緯があり

ます。そこで、この牛久の目玉となる公園としては、今後どのように整備を進めていくことに



 

なるのでしょうか。 

 ちなみに、阿見町の総合運動公園ではスポーツ施設のほかアスレチックや滑り台などの遊具

が設置された冒険広場もあり、大人から子供まで幅広い年代の人に親しまれているそうであり

ます。牛久運動公園でもこうした冒険広場のような体を使った遊びができる施設ができないか

と思うのですが、市としての見解を伺います。 

○議長（市川圭一君） 建設部次長加藤晴大君。 

○建設部次長（加藤晴大君） 外遊び遊具の充実についての御質問にお答えいたします。 

 牛久運動公園に設置いたしました遊具につきましては、「かっぱのおさら」という仮称で導

入いたしましたふわふわドームを筆頭に、既存の樹木と一体化したツリーデッキでありますと

かお店屋さん、またマカロニトンネル、平均台、そしてケンケンパゾーンということで、おか

げさまで市民の皆様に大変ご好評をいただいているということで関係者一同、大変喜んでおり

ます。と同時に、さらなる充実を図ってまいりたいと存じております。 

 簡単に、計画立案までの経緯と申しますかを御紹介させていただきますと、議員もお話しさ

れましたが、運動公園における遊具の設置につきまして以下の２点を念頭に置いて設置いたし

ました。１つ目は、牛久市には目玉になるような公園がないという御指摘を踏まえて、子育て

真っ最中のお母様方から直接御意見を伺うということで、市内小学校のＰＴＡ、女性ネットワ

ーク委員会のお母様方と打ち合わせや視察等を行いまして、協働で計画を進める体制をつくっ

た上で何とか目玉と言えるような公園をつくり出したいということが、まず１点目でございま

した。 

 あと２つ目としましては、既存の施設やスペースをなるべく有効利用して、新たな出費を極

力抑えて進めようということで計画したものでございます。皆様に訪れていただいて楽しんで

もらえるような遊具は何だろう、また子供たちにとって魅力的な遊具は何かということを探る

と同時に、目玉となる公園というからにはやはり駐車場や駐輪場のスペースとかが潤沢にない

ことには始まらんということで、今回計画いたしました運動公園の使っていなかったエリアを

使うことになったわけでございます。 

 また、遊具の選定につきましては、お母様たちからの御意見を基本的に反映した形で進めて

おりましたが、確かにその中でやはりターザンロープでありますとか、議員御指摘のような遊

具の御希望もございました。それは、今後また検討していくことになると思います。 

 あともう一つは、子供たちが昼間たっぷり体を使って遊んで、夜もうぐっすり眠れるという

ような公園にしたいなということで、ふわふわドームを初めそういったものを導入したわけで

ございます。基本的には、単純なもので体を動かして遊ぶというものを中心に今回選んでおり

ます。 



 

 御承知のとおり、整備前のこのエリアは、木が鬱蒼と茂りまして、暗くてじめじめして草ぼ

うぼうの中に壊れたベンチが朽ち果ててあるというような、全くのデッドゾーンという位置づ

けでございましたが、今回の整備によって明るくもなり、いつ行ってもお父さん、お母さん、

おじいちゃん、おばあちゃん等、遊んでいるお孫さん等、人のにぎわいができているので、よ

かったなとつくづく思っているところでございます。 

 今後の運用等でございますが、やはり国体に向けて運動公園自体がさらなる進歩を遂げてい

くという大きな流れの中で、やっぱりひたち野地区にモデル遊具を整備することによって地区

内の子育て世代のみならず、ほかの地域の方々にとっても魅力的な施設になって、休日にお弁

当を持参で車で遊びに来るというようなものにまで発展すればよろしいかなと思っておりまし

て、まさしくそういった意味で牛久の目玉としての公園になることを期待しておるわけでござ

います。 

 今後は、新たに別の場所にどうのこうのという発想ではなくて、基本的には牛久運動公園の

今のスペースの拡大とか発展ということを念頭に置いて質を高めていくということで、外遊び

の充実を図りたいと思っております。 

 また、今回の遊具整備につきましては、当市におけるモデル的な意味合いも当然含んでおり

ますので、皆様の利用状況を継続的に調査いたしまして、利用者の皆様の御意見なども踏まえ、

当市における今後の公園のあり方を検討する材料として、また今後の公園整備にも生かしてま

いる所存であります。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

○８番（須藤京子君） ただいま御答弁いただいて、今後の中でもいろいろ検討していく材料

はありそうだなということで、その認識は執行部としても担当課としてもお持ちのようで、そ

の辺は大変心強いところであります。 

 今、ふわふわドームができてその他の遊具ができたあの一帯は、その前はかなり放射能の線

量が高かった地域で、今はそれが全部公園となってきれいになったので線量も落ちているとい

うようなことをお母さん方から聞いたことがございます。この整備をするに当たっては、そう

した放射能対策等も含めた中でやってこられたということで、この点に関しては執行部の取り

組みについて敬意を表するところです。 

 その他の、そのちょっと先にかなり線量の高いところがあるんですけれども、これは道路沿

いの雨水がたまるというような地域なので、今後市民団体の計測等を含めた中で、また別な放

射能対策の中で申し上げるようなことになると思いますけれども、そういった点も踏まえてや

ってくださったということをまず評価させていただきたいと思います。 



 

 それで、今答弁いただいたような中で、公園についてのワーキングチームができてその中で

取り組まれたということですけれども、今後その検討していくというのは、具体的にはまだそ

のワーキングチームがあって整備計画みたいなものが、そうすぐできるというふうには思って

おりませんけれども、具体的にワーキングチームなりそうしたところがこの事業について推進

していくという、責任の所在としてはどういうふうになっているかお尋ねをいたします。 

○議長（市川圭一君） 建設部次長加藤晴大君。 

○建設部次長（加藤晴大君） 議員御指摘のワーキンググループにつきましては、平成２５年

から２５、２６年ということで２カ年経過したわけでございますが、前市長の体制の中で今あ

る牛久の公園自体をもう一回足元から見直そうということで、全ての公園につきまして当初、

精力的にばんばん活動しておったんですが、モデル公園整備のほうにちょっとシフトをしまし

てちょっと空白期間があるのは事実でございますけれども、組織としましてはあくまでも建設

部都市計画課、もとは緑化推進課だったんですが、今は一緒になっておりますので、組織的に

は都市計画課が中心となって市役所内の関係部局の方に集まっていただいて、検討をするとい

う体制でございまして、現時点の状況といたしましては全ての公園についての定量評価は一応

終わっております。レーダーチャートをつくりまして、必要な項目を絞り込んだ上で相対的に

点数をつけて、全ての公園についての評価は定量的にはできております。 

 ただし、それに今度は定性的ないろんな要素を踏まえてそれを総合的に評価をして、てこ入

れをする公園でありますとか用途を見直す公園でありますとか、そういったものをもう一回ス

トーリーをつくって最終結論になるわけでございまして、その辺ちょっと今は活動自体がちょ

っと中断している事実はございますが、私も残りの任期が３月いっぱいということで、何とか

それまでには筋道をつける。結論が出ればもちろんそれはいいですし、もう一回再開をして、

軌道に乗せるというようなことで進めてまいりたいと思います。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 市長根本洋治君。 

○市長（根本洋治君） 私も公園、それから遊具についてもさまざまな御意見を聞いておりま

す。たつのこ山とかそれから洞峰公園、この近隣の公園でも非常に人気のある公園と聞き及ん

でおります。それを牛久にどうかという話になると、また場所的とかそういうこともございま

すが、私も公園の考え方、私は２つあると思うんですね。例えば、私も小さいときは山、それ

から畑、田んぼ、それが全ての遊ぶ、言うならば公園でした。ですから、何もない本当に原っ

ぱみたいなところも一つの公園でもあるし、いろんな遊具があるのもそれも一つの公園かもし

れません。 

 この前も、私も７時ごろ運動公園に行きますと、７時からもう並んでいる状況がございまし



 

た。やっぱりニーズがあるのも確かです。ですから、これからの公園のあり方、つくり方とい

うのは、今もう、例えば大きな場所をつくるんだったら、例えば牛久には遊水地が、かなりの

多くの場所がございます。市街地の中にも公園がございます。ですから、その市街地にちょっ

とベンチを置いて、そしてちょっと芝みたいな草が生えて、それでいかようにも使えるような

公園とかいろんな物の考え方について、これからの公園のあり方について考えていく。 

 また一つの話では、この前はドッグランをつくったらいいんではないかという話もございま

した。それもいろんな御意見でございますので、さまざまな公園のあり方を検討してまいりた

いと思います。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

○８番（須藤京子君） 市長もそういうふうに御答弁をいただきましたので、今後とも子供た

ちの学習の場の教育の重要性とともに、こうした遊びにも目を向けていただくそうした事業、

施策が推進していかれますことをお願い申し上げたいと思います。 

 それでは、次に２番目として認知症対策についての質問を行ってまいります。 

 認知症対策は、高齢者のおよそ４人に１人が認知症またはその予備軍とも言われ、高齢化の

進展とともにさらに増加していくものと予想されることから、国を挙げての対策が急務となっ

ております。国は、ことし１月、認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）を策定しまし

た。新オレンジプランでは、「認知症の人の意思が尊重され、できる限り住みなれた地域のよ

い環境で 自分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指す」と基本的考え方を示し

ています。そして、７つの柱を立て、計画の推進を図っているところであります。 

 今回の質問では、その７つの柱の中から３点について質問してまいりたいと思います。 

 最初は、認知症の理解を深める普及・啓発の推進についてであります。 

 まずは、認知症地域支援推進員、認知症サポーターの養成及び活動状況であります。牛久市

では、平成１９年から社会福祉協議会により認知症サポーター養成講座が実施されております。

養成講座では、市民の協力で寸劇を取り入れ、行政区を中心に認知症を核としたまちづくりと

してその役割を担い、市内の小学校でも授業の一環として養成講座が開催されております。 

 これまでの活動は、県内でも群を抜く熱心な取り組みとして評価され、また認知症ケアのキ

ーパーソンとして認知症地域支援推進員の配置も進められていると思うところでありますが、

認知症の理解を深めるためのサポーター養成や地域支援推進員の活動状況についてお伺いをい

たします。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長藤田幸男君。 

○保健福祉部次長（藤田幸男君） お答えいたします。 

 認知症の理解を深める普及・啓発活動のため、市では昨年度、認知症地域支援推進員を養成



 

して、認知症カフェの開設、運営に当たってまいりました。来年度は、推進員を増員して、認

知症の人の状態に応じた適切なサービス提供の流れを示す認知症ケアパスの作成などを予定し

ております。 

 また、牛久市では認知症サポーターの養成にも力を入れており、これまでに行政区住民、団

体及び小学５年生を対象にサポーターを養成しており、平成２７年９月末現在で１万９７９名

を数え、茨城県内でもトップとなっております。今年度は、養成講座を既に終了したものも含

め２３回開催する予定でありますが、今後はサポーターを量的に養成するだけではなく、さま

ざまな場面で活躍していただけるよう検討してまいります。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

〇８番（須藤京子君） この認知症サポーター養成講座については、私もよく知るところであ

りまして、皆さんの活動に大変敬意を表する次第ですけれども、今行政区のほうとかいろいろ

な団体でということでお話がありましたけれども、これは次の質問につながってまいりますけ

れども、１つだけ、行政区への取り組みということで、働きかけということで、区長会の集ま

りのときなどにサポーター養成講座の開催をお願いしたりとか、担当のほうではいろいろ御苦

労なさっているというふうに思いますが、まだやっぱり開かれていない地域というところもあ

ると思いますが、そうした地域をカバーする意味でも地区社協の役割等々があると思いますが、

その開かれていない地域、全市を挙げてこうした取り組みをするのがやはりこれから求められ

ているところだと思いますので、地域全体に広げていく意味で区長会、そしてまた地区社協の

役割等があると思うんですけれども、その点についてはいかがでしょうか。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長藤田幸男君。 

○保健福祉部次長（藤田幸男君） お答えいたします。 

 行政区への働きかけということでございますが、今後は見守り体制の整備でありますとか地

域でのそういう体制づくりというのは、非常に重要になってくると考えております。今後も区

長会、また行政区の区長さん方にこの趣旨を理解していただけるように取り組んでまいりたい

と考えております。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

〇８番（須藤京子君） 今の啓発について、民、産、産業界の産ですね。学、学校、そうした

学びのところで、それから官、こうしたところへの働きかけについて伺います。 

 富士宮市は、自治会や学校だけでなく商店街や旅館、料理組合、小売店、タクシー協会、信

用金庫などの産業界、また市役所職員、消防署、警察署などにも働きかけ、この養成講座を実



 

施しております。 

 小売店を対象とした講座では、接遇を組み込んだ内容で、意見交換をしながら対応方法を一

緒に考えるという方法をとりました。そして、その結果、安心して買い物ができる店として認

知症サポーター店が誕生しました。また、養成講座を修了したタクシードライバーの車内には、

やはりステッカーが張られています。このステッカーは、認知症サポーターの自宅にも張られ

ていて、認知症の人やその家族のちょっとしたサポートに協力できることを伝えております。 

 ちょっと小さいんですけれども、これがステッカー。オレンジ色の中に、認知症サポーター

の周りにはこの高齢者を取り囲むように笑顔の人。そして、認知症サポーターの店というステ

ッカーでは、高齢者とそれを受ける店員さんの笑顔がこのオレンジ色の輪の中に描かれ、そし

て認知症を理解した優しいドライバーというところでは、認知症サポータードライバーという

ことでオレンジ色の輪の中に運転士さんと高齢者の方の顔が笑顔で描かれていると。こうした

ステッカーをそれぞれのところに、修了した方のところに配付されております。そして、こう

した取り組みは消防署本部や地域の消防団、警察署でも交番や派出所の警察官も含めて受講す

るといった取り組みがなされているというふうに、富士宮市ではホームページなどでもその情

報を発信しております。 

 こうした取り組みが牛久市でも全体的な取り組みとして必要ではないかというふうに考えま

すが、市としての見解をお伺いいたします。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長藤田幸男君。 

○保健福祉部次長（藤田幸男君） 民間の事業所や警察署、また消防署などの官公署への働き

かけについてお答えいたします。 

 今年度の取り組みといたしまして、社会福祉協議会のしあわせ寸劇隊ひらめき座の公演を１

１月１８日に牛久警察署で行い、７０名の警察官が参加して認知症への理解を深めていただい

ております。また、１２月６日に中央生涯学習センター文化ホールで開催されました第１４回

認知症フォーラムｉｎいばらきは、認知症の理解を深める機会として認知症の人と家族の会及

び茨城県が主催し、牛久市も共催で実施されました。今回は、認知症の人と家族の会を立ち上

げた高見国生全国代表理事を招き、御自身の介護体験などの講演や認知症本人の体験談、家族

の介護に奮闘する話など貴重な講演会となりました。 

 フォーラムを開催するに当たり、牛久警察署や消防署、商工会などに紹介して参加を呼びか

け、認知症に対する理解を深めていただけるよう取り組んでおります。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

〇８番（須藤京子君） 今、答弁の中にありました１２月６日の文化ホールで行われました認



 

知症フォーラムｉｎいばらきというのには、私も参加させていただいて、この当事者の方々、

特に認知症の方が自分の病についてどう認識し、そのことを家族への負担等を含めてどんなふ

うに思っているかという、本当に自身の言葉として語られ、また家族の方はそれを見守ってい

る体制についてお話をされ、そして今講演の中では始められた全国の理事長さんのお話を伺っ

たところで、やはりこうした特に認知症の方自身が抱えている不安というのは、これは牛久市

の方でいらっしゃって、この方はオレンジカフェにも通っていらっしゃるというようなことを

おっしゃっておられましたけれども、私たちはもっとそうした声を聞くべきではないかなとい

うふうに思いました。 

 今回はそういうふうにいろいろなところ、商工会も含めてこの企画をされたということです

けれども、それをやっぱり一歩進めないと、講演会だけではやはり変わっていく力が薄いんだ

というふうに私は思っております。講演を聞いて私も認知症サポーター養成講座でかかわって

いた時期もございますので、皆さんの寄せる関心はわかるんだけれども、その先どうしていっ

たらいいのかというところについてはなかなか踏み出せないというような実態の中で、特に地

域ではなく例えば小売店などであれば、どういうふうに接遇したらいいのかという具体的なこ

とをお話しできるというような状況がつくり出せるわけですね。ですから、商工会との連携等

をもう一歩踏み込んでいただきたいと思います。 

 特に、市長はこの認知症対策も公約の一つに掲げておられると思いますので、もし市長がこ

ういうふうにしたいというような思いがあれば、少しお聞かせをいただきたいと思うんですが

いかがですか。 

○議長（市川圭一君） 市長根本洋治君。 

〇市長（根本洋治君） 私も先日のフォーラムに出てまいりました。さまざまな苦労する方の、

そうした家族の大変さを十分知ったわけでございますが、私が一番これから介護としても自宅

でそういうものをやるということが多くなります。ですから、家族の負担をいかように少なく

するか。例えば買い物、例えば庭の、要するに草が生えても草取りもできない、何も周りもで

きないときに、いかにその家族をサポートするかということも一つのやり方なんではないかな

ということでもあります。 

 デイサービスとかいろいろありますけれども、まず家族の身近になった、皆様の身近なサポ

ートができることが、やはり家族が認知症になった人の一番安らぎといいますか、負担のかか

らないことをちょっと今から考えてまいりますので、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

〇８番（須藤京子君） 市長もその介護されている方のお気持ちというのは重々おわかりで、

そうした言葉をいただいたと思います。それで、その本人、そして家族を守るというときに、



 

やはり周辺とのトラブルをどうなくしていくかというのが、この普及・啓発での理解が物を言

うところであります。 

 例えば、軽度の認知症を患っていて、例えば商店の中で商品を手にしたまま、お金を払うと

いうことを忘れてというか、そこの部分だけを通り越して外へ出ていってしまったような場合

は、これはもう万引きという犯罪行為になるわけですね。ところが、それが本来の万引き行為

なのか、はたまたそうした認知症由来による行為になるのかというところは、これはそこに当

たった小売店の方、そして警察の方の捉え方で変わってくると思うんですね。その方をどうや

って守っていくかということは、こうしたことが根底に知識としてあるかどうかというのにか

かわってくると思いますので、さらにこうした点を働きかけていただくように、これは社協だ

けの問題ではないと、牛久市として今後の高齢化対策の中で必要だというふうに私は思ってお

りますので、ぜひ担当のほうとしては社協とも連携しながらこうした体制をつくっていってい

ただきたいとともに、そうしたことができているところには、先ほどの富士宮のようなステッ

カーなりをやって明らかにして、牛久市としてはこんなふうに取り組んでいるんだよというこ

とを発信していっていただけたらということで、これはお願いとして、要望として上げておき

たいと思います。 

 それでは、次に認知症の人の介護者への支援について。 

 認知症カフェの運営状況、家族向けの認知症介護教室の開催、仕事と介護が両立できる環境

づくりの推進、この３点についてヒアリングの中でお伝えしておりますが、伺ってまいります。 

 最初は、認知症カフェの運用状況であります。これは、先ほどのフォーラムの中でも取り上

げられておりましたけれども、オレンジカフェという運営で牛久市でも行われているものであ

ります。認知症は、以前のような偏見に満ちたものから誰もが発症する可能性がある病気とし

て認識されるようになってまいりました。しかし、症状の出方や進行状況はさまざまで、介護

する人、される人、双方が不安や心配を抱え、孤立しがちな状況は変わってないと言えます。

そうした方々にとって認知症カフェ、通称オレンジカフェは、認知症の人と家族を支える心の

よりどころであり、そして地域の人が直接認知症の人と交流できる場所としてその役割も期待

されているところであります。 

 オレンジカフェは、牛久市では認知症の人と家族の会の運営により月１回開かれていると思

いますが、現状はどういうような活動状況になっているのかを伺います。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長藤田幸男君。 

○保健福祉部次長（藤田幸男君） 認知症カフェの運営状況についての御質問にお答えいたし

ます。 

 認知症カフェにつきましては、平成２６年１０月から毎月第２火曜日にオレンジカフェを開



 

設、運営しております。毎月３０名以上の参加があり、童謡を歌ったり脳トレを行ったり、回

想法も取り入れた内容となっております。認知症の人、その家族、ボランティアやこれまでに

介護を経験した介護者が集い、介護者や認知症の人の声を聞き取り、お互いの信頼関係を構築

しております。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

〇８番（須藤京子君） オレンジカフェは、１２月６日のフォーラムのときにも牛久市の取り

組みの一つとして皆さんにチラシが配布されているところでありまして、認知症の人を抱える

家族の人にはこうした情報というのが発信されているというふうには思いますけれども、民生

委員とかそれから地域の介護なんかをやっている福祉団体のボランティアとか、そうした方々

がこのオレンジカフェに参加して知識を深めるという、関連の福祉団体の人はもちろん参加さ

れておりますけれども、それ以外のそういう市民団体の方々がこうしたオレンジカフェに参加

されるというような状況は、現在起きているんでしょうか。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長藤田幸男君。 

○保健福祉部次長（藤田幸男君） 認知症カフェの関係の質問にお答えいたします。 

 現在の認知症カフェの参加者としましては、御本人、御家族、また市の関係として高齢福祉

課、健康づくり推進課、また社会福祉協議会の包括支援センターの職員など等となっておりま

して、今のところは余り民生委員の参加というのはいただいていない状況でございます。 

 今後は、広くそういう支援をしていただく方について、認知症カフェをさらに周知して開催

していけるように進めてまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

〇８番（須藤京子君） 認知症の方が、多くいろいろな人が集まる場に出ていくことが、果た

して負担になるのかという点については、ちょっと私もわかりかねるんですけれども、少なく

とも福祉関連の気持ちを持っている、特に民生委員のような方々には御参加いただいて、実際

にどういうふうなことなのかということを生でお声をいただく機会というのは、民生委員はい

ろいろな取り組みをなされているとは思いますけれども、ぜひ御参加のほうを呼びかけていた

だきたいというふうに思います。 

 それでは、次に家族向けの認知症介護教室の開催についてであります。 

 認知症の人への対応は、間違ったやり方で接すると症状を悪化させ、重篤化へつながってし

まいがちです。本人の言葉から、その人の置かれている状況を類推した上で、どのように対処

すればよいのかを考えていかなければなりません。私も認知症の母と何度けんかしたことか。



 

今となっては、もっとこうすればよかったと反省することばかりであります。でも、認知症の

人にどう寄り添っていけばいいのか、肉親であればあるほどこの難しさというのが出てくるの

も実体験の中で経験しました。私もその寸劇隊の認知症の養成講座に協力していたことから、

認知症についての理解というのはしていたつもりではあるんですけれども、なかなか親と子の

関係の中でその気持ちを実践していくことの難しさというのを感じた次第なんですが、認知症、

先日のフォーラムの中でも、人間が壊れていくというような表現がされたことがあります。そ

うした母親なり父親なりが、また夫なりが、そうした認知症を患う中で性格が変化していくこ

とについて、人間が壊れていくというような表現がいかに悲しいものかというところを私は思

うんですけれども、そういうふうにならないようにするためには、認知症に対する家族自身も

学んでいかなければならないというふうに思う次第なんですが、この認知症の介護教室、家族

向けではどんなふうになっているのかをお尋ねいたします。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長藤田幸男君。 

○保健福祉部次長（藤田幸男君） 家族向けの認知症介護教室等の取り組みについては、新し

いオレンジプランにも盛り込まれておりまして、認知症の人の生活の質を改善することができ

るものと認識しておりますので、できるだけ早期に実施できるように取り組んでまいりたいと

考えております。 

 また、地域ヘルパー養成講座を社会福祉協議会に委託して実施しておりまして、講義の中で

認知症の基礎知識について詳しく解説しているところです。この家族向けの教室だけではなく、

認知症フォーラムやオレンジカフェ、認知症サポーターの養成講座などさまざまな資源を活用

することで、認知症への理解が深まるものと考えております。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

〇８番（須藤京子君） いろいろ申し上げたいところはあるんですが、次の質問に行きたいと

思います。 

 仕事と介護が両立できる環境づくりの推進ということで伺いたいと思います。 

 これは、一地方自治体が解決できる問題ではありませんけれども、地域の支え合いや地域包

括支援センター、そして事業者とのかかわりの中で介護者への負担軽減が何とかできないもの

かと考えております。介護離職が引き起こす貧困への道、そこから数多く悲惨な事件が起きて

もいます。こうした事件を引き起こさないため、今牛久市にできることは何か伺います。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長藤田幸男君。 

○保健福祉部次長（藤田幸男君） 介護者への負担軽減についての御質問にお答えいたします。 

 介護者への支援としまして、認知症のみならず介護に関する相談を地域包括支援センター及



 

び在宅介護支援センターで２４時間３６５日受け付けしており、相談体制を整えているところ

です。 

 また、認知症専門医の指導のもと、認知症と疑われる方やその家族に対して訪問や早期診断、

早期対応を行う認知症初期集中支援チームを結成するために、認知症サポート医の養成、認知

症地域支援推進員の増員などを計画しているところです。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

〇８番（須藤京子君） 仕事と介護の両立ということは、厚生労働省も法整備を進めて両立支

援が始まっているところであります。１０人以上の社員がいる企業では、就業規則の中に介護

休業の取り扱い、それから賃金とか短時間労働者や時間差出勤などのルールを記載して、それ

を労働基準監督署に届けることを義務づけておりますが、牛久市内の中での事業所というと小

さいところも数々あると思いますが、商工会などを通じて仕事介護の両立できる環境づくりと

いう点での取り組みというのはされているのか。 

 先ほどは、介護されている方が離職されないというための相談等であったというふうに思い

ますので、事業所等への働きかけというところではいかがでしょうか。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長藤田幸男君。 

○保健福祉部次長（藤田幸男君） 民間事業者のそういう介護休暇等の取り組みについてとい

う御質問ですけれども、市として今のところ牛久市内の事業所の状況というのは把握しており

ません。 

 ただ、この介護休暇等の取り組みにつきましては、介護離職等を防ぐという意味では非常に

重要なものと考えております。これらは社会全体の仕組みとして定着するように、市としても

周知を図ってまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

〇８番（須藤京子君） それでは、次に３番目として認知症を含む高齢者にやさしい地域づく

りの推進についてお伺いをいたします。 

 新オレンジプランの中に盛り込まれたのが、この高齢者にやさしい地域づくりの推進であり

ます。４つの柱が示され、その一つに安全の確保がうたわれております。その中に、詐欺など

の消費者被害の防止が掲げられております。高齢者が詐欺などの被害に遭う事件が増加の一途

をたどっていますが、中でもニセ電話詐欺は被害も大きく、この１２月２日には県南地域には

ニセ電話詐欺多発警報が発動されました。メールによれば、ことし１０月２９日から１１月２

７日までの３０日間に県南地域で１３件、およそ３，１８０万円のニセ電話詐欺の被害があり、



 

このうち牛久署管内では３件、およそ１，６００万円の被害があったということでした。こう

した被害を未然に防ぐため、警察だけでなく市としても対策を講じなければならないと考えま

す。 

 また、認知症などの判断能力が低下した高齢者に対し、おかしいと思いつつも売ればよいと

するなど、病気につけ入るような商売をする小売店があってはなりません。認知症など判断力

が低下した高齢者の消費者被害の実態と防止策について伺います。 

○議長（市川圭一君） 経済部長八島 敏君。 

〇経済部長（八島 敏君） 御質問の詐欺などの消費者被害の実態と防止策についての御質問

にお答えをします。 

 初めに、消費者被害の実態についてですが、牛久市消費生活センターに寄せられた相談件数

は、平成２４年度４３６件、平成２５年度５１７件、平成２６年度５６３件と相談件数は増加

傾向にあります。平成２６年度は、前年度と比較すると４６件の増加となっております。また、

平成２６年度の相談件数を年代別で見てみますと、７０代以上が１４３件、６０代が１１８件、

５０代が８６件、４０代が８３件、３０代が５９件、２０代が４３件、１９歳以下が６件とな

っており、７０代以上の相談割合が約２５％と昨年同様に一番多い状況となっております。 

 相談内容を見てみますと、デジタルコンテンツに関する相談が毎年増加しており、平成２６

年度においては８８件と非常に多く、アダルトサイトやワンクリック詐欺の相談が全年代で多

くなっております。これは、インターネットとスマートフォンの著しい普及で誰もが簡単にど

こでもアクセスできることから、利便性の向上の反面、リスクも増加しているということが考

えられます。続いて、商品等に関する相談が３７件、工事・建築に関する相談が３６件、修理

サービスに関する相談が３２件、ほかには架空請求、送りつけ商法等に関する相談となってお

ります。 

 以上が、牛久市消費生活センターに寄せられている消費者相談の実態でございます。 

 次に、防止策についてお答えをいたします。 

 牛久市消費生活センターでは、ホームページや市広報紙に注意喚起記事を定期的に掲載して

いるほか、啓発活動の一環として消費生活問題の出前講座を実施しております。出前講座では、

相談事例をもとに寸劇形式を取り入れたり、そのとき多い相談事例等を紹介することで悪質商

法やさまざまな消費生活問題に関し、注意喚起を行っております。 

 また、消費者教育の一環として学校と連携し、小学生、中学生に消費者教育のパンフレット

を配付し授業で活用していただき、低年齢化する消費者問題への対応や賢い消費者を育てるこ

とにも力を入れております。 

 今後、ますます消費生活問題は複雑化して、増加していくことが予想されます。牛久市消費



 

生活センターとしましては、より一層啓発、注意喚起への取り組みを強化することはもちろん

ですが、民生委員の方々とも連携を図り、より地域に密着して消費者被害の防止に努めてまい

りますので、御理解と御協力をお願いいたします。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

〇８番（須藤京子君） 御説明したニセ電話詐欺の件は、これは警察の所管ということですの

で、牛久市としてはなかなか働きかけというのが難しいと思うんですけれども、今もお話があ

りましたけれども、消費生活のほうの出前講座、それからあと交通防災課のほうの強化員の方

がやっている交通事故等に関する啓発の中でも、こうしたニセ電話詐欺、そんなことのチラシ

が配られたりして、牛久市としてはその点についてもなさっているというふうには思っており

ますけれども、ニセ電話詐欺の件は牛久市としての取り組みというのはなかなか難しいという

ふうに思いますので、今回はこのくらいにしておきますけれども、消費生活全体の中での相談

の中では、やはり若い世代のときからのこうしたものに、トラブルに巻き込まれないような消

費生活教育というのが重要になってくるというふうに思いますので、出前講座ですか、そちら

のほうの充実をお願いしたいと思います。 

 それから、３番目の最後の問題として、高齢ドライバーの交通安全対策について、そして交

通手段の確保についてをお伺いします。 

 最近、認知症や判断力の低下した高齢者の危険運転による交通事故が多発しております。交

通事故死者数は減っていても、高齢者の起こす事故はふえております。高齢運転者は、自分で

安全運転を心がけているつもりでも、他人が客観的に見ると安全運転とは言えないところがあ

ると言われています。その理由として、個人差はあるものの注意力や集中力が低下し、瞬間的

な判断が低下している、これらのことが考えられ、また過去の経験にとらわれる傾向にありが

ちなことも考えられております。 

 私自身も高齢ドライバーによる交通事故に巻き込まれてしまった経験があります。事故を起

こした８０代の男性は、家族から運転しないように言われているとお話しされておりましたけ

れども、御自身は事故を引き起こすとは思っていなかったとおっしゃっておられました。牛久

市でも、認知症に限らず運転免許を自主返納する人を促進する取り組みができましたが、高齢

ドライバーの交通安全対策について牛久市の取り組みはどうなっているのでしょうか。伺いま

す。 

 また、高齢者の交通手段を確保することも重要なことになってきますけれども、牛久市の現

状はどうなっているのでしょうか。あわせて伺います。 

○議長（市川圭一君） 市民部長坂野一夫君。 

〇市民部長（坂野一夫君） 私のほうからは、高齢ドライバーの交通安全対策はどうなってい



 

るのかという御質問にお答えいたします。 

 最初に、高齢ドライバーの交通安全対策は、道路交通法に基づき警察が行っております。現

時点における具体的な対策として、７５歳以上のドライバーの認知症による交通事故を防ぐた

めの道路交通法の一部改正が、平成２７年６月１７日に公布されております。これは、７５歳

以上のドライバーが免許更新時における認知機能検査で認知症のおそれありと判定された全員

に臨時適性検査が行われ、医師から認知症と診断されたドライバーは免許取り消し等の処分を

受けることとなるものでございます。この改正は、公布後２年以内に施行されることとなって

おります。また、加齢に伴って生ずる身体機能の低下が、自動車運転に影響を及ぼすおそれが

ある７０歳以上のドライバーは、高齢運転者マークの表示に努めることとなっております。 

 市においては、高齢ドライバー向けではありませんが、牛久市交通安全協会による高齢者向

けの交通安全教室を開催しております。教室は、高齢者の安全な自転車の乗り方や安全な歩き

方について学んでいただいております。この教室は、主にシニアクラブを対象としたもので、

平成２６年度には５８回開催し、１，７６３名の方が参加されております。今年度は、１１月

末現在で４６回開催し、１，５６６名の参加がございました。 

 加えて、本年度からは高齢者運転免許自主返納支援制度が８月１日より開始されております。

この制度は、牛久市に１年以上お住まいで、運転免許を自主返納された６５歳以上の方に２万

円分のかっぱ号回数乗車券もしくは奥野地区過疎地有償運送利用券を交付する制度でございま

す。今年度は、１１月末現在で８９件の申請がございました。 

 以上でございます。 

○議長（市川圭一君） 建設部次長加藤晴大君。 

〇建設部次長（加藤晴大君） それでは、続きまして高齢者の交通手段の確保に対する市の考

え方についてお答えいたします。 

 自家用車の普及に伴いまして、全国的にはバスや鉄道などの公共交通の利用者が減少いたし

まして、多くの路線が減便または廃止とされるという事態が発生しております。その一方で、

近年急速に高齢化というものが進展しておりまして、今のお話にありましたが、自動車運転が

できなくなるお年寄り等々がふえる中、今後ますます買い物や病院など日常生活の移動手段に

支障を来す市民の皆様がふえていくということが予想され、公共交通充実の重要性が再認識さ

れておるところでございます。 

 このような中で、牛久市では国の地域公共交通活性化及び再生に関する法律に基づきまして、

牛久市地域公共交通総合連携計画というものを平成２４年３月に策定いたしております。本計

画におきましては、市民の皆様が移動しやすい環境づくりのために、公共交通を市民及び来訪

者の皆様の移動を支える社会生活基盤として位置づけておりまして、高齢化が進展する将来に



 

おきましても公共交通と自家用車等他の交通との連携というものによりまして、誰もが移動手

段を確保でき、財政的にも持続可能な公共交通体系とするということを目標としております。 

 しかし、現計画の中におきまして、高齢者の交通手段の確保につきましては、人口密度が高

くバスなどの定路線型の公共交通が適すると判断されるエリアにおきましては、路線バスであ

りますとかコミュニティバスかっぱ号でカバーをいたしますし、その他のエリアにつきまして

は小学校区を単位といたしました、バスよりも小型のワゴン車などによりますデマンド型の地

域主体の輸送サービスの導入というものによりまして確保したいということで考えております。 

 特に、デマンド型の地域主体の輸送サービスの導入支援制度につきましては、小学校区を単

位とした地区社会福祉協議会など地域の団体が主体となりまして、バスが運行されていない地

域住民の方々の移動でありますとか、バス停までの移動が困難な高齢者などの移動を支えるデ

マンド型の輸送サービスの導入、運営をするための仕組みづくりを今進めておるところでござ

います。 

 ちなみに、平成１８年の１０月からは福祉有償運送、また２３年の４月から奥野地区ではご

ざいますが過疎地有償運送というものがスタートしておりまして、これも本市の計画によりま

すとデマンド型の交通輸送サービスとの位置づけになっております。ただ、地域と会員の限定

ということでございますが。 

 いずれにしましても、健康でお元気な高齢者の方々を初めまして、高齢者の方々自身が外出

しやすい環境とか制度をつくり出す必要がございまして、日常の生活の中で気分転換でありま

すとか買い物、友人宅の訪問等を楽しむでありますとか、日々の生活における活力にもつなが

るとともに健康の増進にもつながるということで、ソフト、ハード含めて高齢の方、特にお元

気な高齢の方たちが、なるべく公共交通を使って移動できるような仕組みなり制度なりをつく

っていくことが、喫緊の課題であるという認識でおります。 

 今後は、支援内容でありますとか進め方をルール化いたしまして、運転ボランティア等の不

足のある地域でございますとか、多々いろいろ問題がございます。タクシー会社との連携、そ

うした輸送サービスができるような仕組みづくりでありますとか、高齢者を含めた市民の皆様

の移動手段の確保に努めてまいりたいとも考えております。 

 なお、新しい動きといたしまして平成２５年１２月に交通政策の基本法でありますとか、本

年の２月１３日に交通政策の基本計画でありますとかが閣議決定されておりまして、国として

も大きな流れの中で国際競争力の強化でありますとか、それから地域の活力の増進まで幅広い

形で交通インフラというものを都市にいかに取り込むかという流れが始まったところでござい

ます。そういった流れをちゃんと受けまして、我が市におきましても地域公共交通会議がござ

いますので、その中で自主的に実のあるような議論をいたし、なおかつ関係部署とも連携をと



 

りながら、新たな発想によるいろんな施策を目指していければなと考えております。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君に申し上げます。 

 質問残時間が残り少ないので、簡潔にお願いします。 

 須藤京子君。 

〇８番（須藤京子君） それでは、いろいろ再質問したいんですが、ちょっと質問時間が少な

くなっているので、次の、最後の問題に移ってまいりたいと思います。 

 最後に、原子力災害に備えた茨城県広域避難計画に対する牛久市の対応と東海第二原発の再

稼働について質問をいたします。 

 東海第二原発は運転開始から３７年がたち、施設の老朽化や重なる事故とともに、東日本大

震災では津波があと１メートル高かったら、福島第一原発と同じ運命をたどる可能性もあった

という状況に置かれています。福島第一原発の事故では、一度事故が発生すると制御できない

ものであることが明確になりました。そして、福島第一原発はいまだに放射能の放出がとめら

れず、収束への見通しも立たず、事故の解析もできておりません。 

 そうした中にもかかわらず、４年以上停止していた九州電力川内原発が再稼働しました。２

０１１年３月の東京電力福島第一原発事故を受け、安全面への不安から日本国内の原発が順次

停止し、２０１３年９月に全ての原発が停止して以来、初の再稼働となります。再稼働に当た

って、原子力規制委員会の委員長は、新規制基準の適合審査の合格は審査基準に適合している

ということであり、原発の安全性を保障するものではないと述べています。しかも、地震や火

山のリスクの評価や避難計画の面は、不十分なままの再稼働に至っています。原発がひとたび

苛酷事故を起こせば、住民は苦難のどん底に陥れられかねません。そして、土地は立ち入るこ

とも許されず、自治体さえ消滅しかねない状況になることは、福島を見れば明らかです。それ

でも政府は原発を再稼働させました。 

 では、東海第二原発を抱える茨城県と牛久市との関係においては、牛久市はどのような役割

を果たすことになっているのか、原子力災害に備えた茨城県広域避難計画に対する牛久市の対

応について伺います。 

 茨城県は、東海第二原発の事故に備えた広域避難計画をことし３月に発表しました。東海第

二原発では、原発から３０キロ圏に位置する緊急時防護措置準備区域ＵＰＺは１４市町村に及

び、およそ９６万人が居住しております。ＵＰＺ内に１４万１，０００人だった福島とは比べ

られない規模の県民を想定しての計画づくりということになりますが、あらかじめ避難計画を

策定することとされている市町村の取り組みを支援するため、広域的な避難先や避難経路、輸

送手段などの必要な事項を定めたものということでありました。しかし、県外の避難先市町村



 

や放射性物質の付着を調べる検査体制スクリーニングは未定のままで、多くの課題が積み残さ

れたままとなっています。この計画では、牛久市は一部ＰＡＺを含むひたちなか市の市民を受

け入れることになっています。具体的な今後行われる市町村同士の協議により決定されると聞

いていますが、これまで県からの要請または協議はどのようになっているのでしょうか。市と

しての対応は、どう検討されているのか伺います。 

 また、状況によっては牛久市民にも危険が及ばないとも限りません。そうした際の市の対応

はどう考えられているのか伺います。 

○議長（市川圭一君） 市民部長坂野一夫君。 

〇市民部長（坂野一夫君） 原子力災害に備えた茨城県広域避難計画に対する牛久市の対応に

ついてお答えいたします。 

 杉森議員の御質問にもお答えしたとおり、東海第二原発の事故発生を想定した茨城県広域避

難計画では、おおむね３０キロメートル圏内をＵＰＺと指定して、区域内の１４市町村、住民

約９６万人を避難計画の対象としております。その避難先については、県内のＵＰＺに含まれ

ない３０市町村及び茨城県外とされており、牛久市もひたちなか市からの避難者を受け入れる

避難先として挙げられております。 

 しかしながら、茨城県外の避難先の調整が難航しているとの報道がされているところでござ

います。今後は、国や県、ひたちなか市と避難者の受け入れに向け調整を進めてまいります。 

 また、牛久市民の避難につきましては、県の避難計画において対象市町村となっていないた

め、市民が市外や茨城県外に避難する計画はなく、災害発生時の際は屋内への退避が原則とな

ります。当市では、運用上の介入レベル、いわゆるＯＩＬ区分に応じた防護措置を実施できる

よう、国や県及び防災関係機関等と連携を図り原子力災害対策を進めてまいりますので、御理

解をお願い申し上げます。 

 以上でございます。 

○議長（市川圭一君） 須藤京子君。 

〇８番（須藤京子君） 最後に、東海第二原発の再稼働について市の見解を伺います。 

 運転期間の原則４０年まであと３年余りという状況で６０年運転を見込んだ再稼働の申請は、

余りにも県民感情を無視していると考えます。再稼働に反対する声は、県内各地で上がってお

ります。牛久市内でも再稼働に反対する声も高く、広域避難計画一つとっても実効性があると

も思えない状況を鑑みても東海第二原発は再稼働すべきではないと考えますが、牛久市として

はどのように考えるか見解を伺います。 

○議長（市川圭一君） 環境部次長梶 由紀夫君。 

〇環境部次長兼環境政策課長（梶 由紀夫君） 須藤議員の御質問にお答えいたします。 



 

 昨日、杉森議員へお答えいたしましたとおり、牛久市は稲敷地区の阿見町、稲敷市、利根町、

美浦村、龍ケ崎市の６市町村で福島第一原発事故の影響による放射能問題に共同して対応する

ため、協議会を結成しております。東海第二原発の再稼働については、６月議会にて杉森議員

の質問に対しこの稲敷地区６市町村放射能対策協議会の総意としては、東海第二原発の再稼働

の意思決定について、影響を行使するという考えは持っていないと答弁させていただいており

ます。東海第二原発の再稼働をめぐっては、原子力所在地域首長懇談会、県央地域首長懇話会

が原電に対し安全協定の見直しなどを求め、また東海第二発電所安全対策首長会議は発電所か

ら２０キロの範囲の市町村については、原発の再稼働など重要事項の協議に参加できる権限の

確保などの申し入れを行うなど動きが活発化しています。 

 昨日の杉森議員にもお答えいたしましたように、東海第二原発の再稼働について牛久市とし

ましては、先ほどの６市町村放射能対策協議会の総意に基づきまして、原発周辺自治体が組織

する各首長会議の意向を尊重するとともに、さきの福島第一原発事故により被災している立場

として福島の教訓を生かしていただき、私ども６市町村協議会が昨年７月に県知事に提出した

原子力災害対策についての要請書の要請事項について万全の対策を講じていただくことを切に

望むとともに、国県の動向を注視し、状況に応じて協議会として行動してまいりたいと存じま

す。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 以上で、須藤京子君の一般質問は終了いたしました。 

 ここで暫時休憩いたします。再開は１１時３５分といたします。 

                午前１１時２３分休憩 

        ――――――――――――――――――――――――― 

                午前１１時３５分開議 

○議長（市川圭一君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 日程第１、一般質問を継続いたします。 

 次に、１番藤田尚美君。 

      〔１番藤田尚美君登壇〕 

○１番（藤田尚美君） 皆様、こんにちは。公明党の藤田尚美です。 

 通告に従いまして、一般質問を行います。 

 初めに、幼児教育についてであります。 

 幼児教育は、人の一生において幼児期は生涯にわたる人間形成の基礎が培われる極めて重要

な時期です。幼児は、生活や遊びといった直接的、具体的な体験を通して情緒的、知的な発達

あるいは人間として、社会の一員としてよりよく生きるための基礎をつくり上げます。また、



 

文部科学省も幼児期における教育の重要性として、幼児期は知的、感情的な面でも日々急速に

成長する時期であるため、この時期に経験しておかなければならないことを十分に行わせるこ

とは、将来人間として充実した生活を送る上で不可欠であり、私たち大人は幼児期における教

育がその後の人間としての生き方を大きく左右する重要なものであることを認識することです。 

 やはりこの時期に合った体を使っての遊び、いろいろな経験、考えることで学習態度の基本

となる好奇心、探求心、やる気も育ちます。人間形成の土台をつくっていくこの幼児教育につ

いてのお考えをお伺いいたします。 

○議長（市川圭一君） 教育長染谷郁夫君。 

○教育長（染谷郁夫君） 幼稚園で行う幼児教育は、健康で安全な生活のための基本的な生活

習慣を育成したり、集団生活を通した自主自立や協働の精神や規範意識の芽生えを養ったり、

社会生活や自然体験を通して命や自然に対する興味や正しい理解を養ったり、会話や絵本など

を通して言葉の使い方や相手の話を理解する態度を養ったり、音楽や表現によって豊かな感性

や表現力の芽生えを養ったりするという、義務教育やその後の教育につながる大切な基礎を培

うための非常に重要な教育と考えます。また、幼稚園や保育所といった組織は、保護者に対す

る相談や情報の提供も行っています。 

 特に、牛久市では公立、私立を問わず市内全ての幼稚園、保育園と小学校が連携して、子供

たちの授業や保育を交流したり、先生方の学習会を計画したり、専門家を招いて発達障害に関

する子供たちの見取りや相談会もしています。 

 こうした積み重ねが小学校へのスムーズな進学につながっており、市を挙げた幼児教育の重

要性を実感するとともに、幼児教育の質の向上が市全体の教育の質の向上につながっていると

考えております。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 藤田尚美君。 

○１番（藤田尚美君） 我が市には、公立幼稚園が２園あります。第一幼稚園、第二幼稚園の

現状についてお伺いいたします。 

○議長（市川圭一君） 教育部長川井 聡君。 

○教育部長（川井 聡君） それでは、公立幼稚園の現状についてお答えをいたします。 

 公立幼稚園の園児数についてでございますが、第一幼稚園、第二幼稚園とも７０名の定員に

対しまして、第一幼稚園が６０名、第二幼稚園が５０名の在園児童数となっております。 

 一昨日の石原議員の御質問にもお答えしましたとおり、第一幼稚園につきましては中根小学

校の建物で４教室分を使用し運営をしておりまして、近い将来、中根小学校の児童数増加によ

り移転の必要が生じる現状でございます。 



 

 また、第二幼稚園につきましては、昭和５３年度建築の建物でございまして、老朽化と耐震

性の不足という現状から、今年度内に耐震改修工事に着手する予定でございます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 藤田尚美君。 

○１番（藤田尚美君） 次に、公立幼稚園の今後の方向性についてお伺いいたします。 

 公立幼稚園を利用されている保護者からは、先生たちの子供へのかかわりがとても丁寧で、

また保護者の話に真剣に耳を傾け対応してくれて、安心して預けられますと伺っております。

公立幼稚園の保育は、常に質の向上を目指し、ことしは茨城県より保育技術協議会に牛久第二

幼稚園が選ばれ、高い評価をされております。遊びの中から学び合いへと展開し一つのものを

完成させ、子供たちは協力することを覚え、達成感を感じられるよう保育が導かれていきます。

小学校への橋渡しが幼稚園の役割と考えており、アプローチカリキュラムをつくり、また保護

者に対しての振り返りシートを作成し、少しでも小学校への入学を不安にならないよう配慮し

ております。 

 このように、公立幼稚園の運営を理解してくださる中で、第一幼稚園の存続が危ないと伺い

ました。保護者の中から「既に下の子供を入園させようと思っていたのにショックです」、ま

た「小学生がふえるから幼稚園がなくなるというのは、牛久市は幼児教育をどう考えているの

ですか」と多数御意見をいただきました。多くの方の子育ての最初の集団生活は、幼児期であ

ります。大事な時期でもあります。今後の第一幼稚園、第二幼稚園の方向性をお伺いいたしま

す。 

○議長（市川圭一君） 教育部長川井 聡君。 

○教育部長（川井 聡君） それでは、公立幼稚園の今後の方向性についての御質問にお答え

をいたします。 

 まず、第一幼稚園のほうでございますが、第一幼稚園の保護者の皆様のほうから御質問にあ

りましたように、園の存続に関する不安の声が寄せられましたので、１１月上旬に第一幼稚園

の保護者の皆様を集めて懇談会を開催し、いろいろと御意見を伺ったところでございます。 

 保護者の皆様からは、第一幼稚園の存続に対する御要望、また今議員もおっしゃられたよう

な公立幼稚園のよさですとか必要性などについて、たくさんのお声をいただいたところでござ

います。第一幼稚園の今後につきましては、第一幼稚園の保護者に加えまして第二幼稚園の保

護者、そして学識経験者や私立幼稚園の代表者、また私立保育園の代表者などを構成員とする

幼稚園運営協議会を設置いたしまして、諮問、答申という形で今後の方向性について、幼児教

育の視点ですとか経営という視点、また公平性という視点などについて議論をしていただき、

教育委員会として結論づけてまいりたいというふうに考えているところでございます。 



 

 あわせて、第二幼稚園の今後につきましても同様に協議会のほうで議論をしていただくとい

うことにしているところでございます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 藤田尚美君。 

○１番（藤田尚美君） 次に、保護者の方から公立幼稚園の延長保育の実施の要望が届いてお

ります。今現在の降園の時間は２時となっており、下の子供の病院でお迎えの時間が間に合わ

ない、仕事でお迎えが厳しいので夕方まで見てもらえたらなどの声があります。大阪府岸和田

市では、全公立幼稚園で午後６時までの延長保育、幼稚園アフタースクールを実施し子育て支

援に取り組んでおります。利用者のニーズに合わせて延長保育を進めていくべきだと考えます

が、お伺いいたします。 

○議長（市川圭一君） 教育部長川井 聡君。 

○教育部長（川井 聡君） それでは、お答えをしたいと思います。 

 当市の公立幼稚園での延長保育に対する保護者のニーズといたしましては、園児に小学生や

中学生の兄弟がいる保護者の皆様にとっては、授業参観やその後の懇談会などの出席、保護者

御自身の病院への通院などで預かり保育の必要性があるという問題が、幼稚園の現場のほうで

実情があるということは承知してございます。また、私立幼稚園といたしましては、延長保育

を取り入れている現状が見られますけれども、公立幼稚園としてどれだけ民間のサービスに近

づけるべきか、またサービスの充実は人員の増員の必要が生じ、コスト増加の側面や民業、私

立の幼稚園、保育園等への圧迫の側面もありますので、あえて公立幼稚園として民間とは一線

を引いて考えるのか、保護者のニーズを十分に把握した上で、今後開催を予定しております幼

稚園運営協議会の中で公立幼稚園のあり方を総合的に検討してまいるところと考えているとこ

ろでございます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 藤田尚美君。 

○１番（藤田尚美君） 次に、児童虐待対策の充実についてであります。 

 厚労省では、毎年１１月を児童虐待防止推進月間と定め、家庭や学校、地域において児童虐

待問題に対する深い関心と理解が得られるように、広報、啓発などいろいろな取り組みを進め

られておりますが、父母らによる暴力やネグレクト、育児放棄などいまだ深刻な問題でありま

す。全国の児童相談所に寄せられた２０１４年度児童虐待の相談対応件数は８万８，９３１件

で、過去最多となりました。調査が開始された１９９０年度以降、相談対応件数は２４年連続

で過去最多を更新している実態でもあります。 

 増加の理由として、児童虐待への意識向上としてより多くの相談が寄せられるようになった



 

ことも一因として挙げられております。最近の虐待種類では、心ない言動や無視、差別などで

子供の心を傷つける心理的虐待が増加しております。大切なことは未然に防ぐことだと誰もが

思うところですが、虐待などを受けている子供たちは不安や悩みを抱えているにも打ち明けら

れずにいるケースもあります。 

 児童虐待の原因には、夫婦間や親、家族の状況などの家庭環境、子育てに対する不安やスト

レス、経済的困窮などのさまざまな事情が複雑に絡まっていると言われております。しかし、

児童虐待は子供に対する人権侵害であり、時に命を脅かし心に深い傷を残すなど、子供たちの

人格形成に大きな影響を及ぼしかねません。 

 牛久市における児童虐待の現状と対策を伺います。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長高谷 寿君。 

○保健福祉部次長（高谷 寿君） 児童虐待対策の充実についてお答えいたします。 

 全国の児童相談所が対応した児童虐待件数は毎年増加し、昨年度の件数はついに８万件を超

える状況となりました。本市においては、虐待相談の受理人数はほぼ横ばいで、昨年度は実人

数で７１人、延べ４９８件の対応となっております。虐待の種別としては、身体的虐待が２８

人、心理的虐待が２５人、ネグレクトが１８人となっており、身体的虐待と心理的虐待がほぼ

同数で、加害者は約６割が母親となっております。 

 一方、各種相談のうち子供を育てることができないなどの養護相談の受理人数は急増し、昨

年度は実人数で１１０人、延べ３５７件の実績となっております。養護相談は、貧困やひとり

親、保護者の精神疾患、若年出産、居住実態不明世帯など複雑な背景を有している場合が多く、

虐待に陥る可能性が非常に高い相談です。ケースの訴えを虐待とするか養護とするかはケース

のアセスメントにより分類しており、市ではこの養護相談のレベルでいかに早期に発見し、相

談に乗せ、子育て支援サービスにつなげていくかを重視し、虐待に陥らないよう慎重に対応し

ております。 

 全国の虐待死亡事例を見ると、ゼロ歳から２歳までの死亡事例が約６７％となっております。

市では、この年齢を重点年齢とし、虐待の未然防止も含めて家庭相談員と健康づくり推進課が

緊密に連携を図っております。小学校就学後は学校や地域からの相談が多くなり、虐待通告や

養護相談を受理した後は、ケースワーカーと家庭児童相談員が児童相談所や学校、保育園、民

生委員、児童委員などと連携をとりながら対応し、子供の安全を第一に対応しております。 

 現在、保護者は核家族化が進行する中で年齢や学歴、所得に関係なく子育てという新しいス

テージでさまざまな壁に直面しております。家族の形態も多様化が進む中で、子育ては家族だ

けに責任を追わせるものではない時代となりました。家族と行政と地域が子育てを通じて切れ

目なくつながる地域づくりこそ、最良の虐待予防策と考えております。 



 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 藤田尚美君。 

○１番（藤田尚美君） 先ほど虐待人数が７１名と報告を受けているということで、この相談

通告経路、医療機関、学校、保育園、幼稚園などお伺いいたします。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長高谷 寿君。 

○保健福祉部次長（高谷 寿君） 相談経路の内訳としまして、親族・近隣の方からが３２件、

前住所地の市町村からの情報・相談が１４件、医療機関としまして４件、警察関係が２件にな

ります。続いて、学校が１６件、保育園３件、以上合計７１件となっております。 

○議長（市川圭一君） 藤田尚美君。 

○１番（藤田尚美君） 次に、児童虐待を未然防止のために生後４か月までの乳児のいる全て

の家庭を訪問し、さまざまな不安や悩みを聞き、子育て支援に関する情報提供等を行うととも

に、親子の心身の状況や養育環境等の把握や助言を行い、支援が必要な家庭に対しては適切な

サービス提供につなげる、このようにして乳児のいる家庭と地域社会をつなぐ最初の機会とす

ることにより、乳児家庭の孤立化を防ぎ、乳児の健全な育成環境の確保を図っていく乳児家庭

全戸訪問事業があります。 

 最近のニュースでは、生後１６日目の赤ちゃんを両親が泣きやまないことに腹を立て、ごみ

箱に入れ窒息させた事件があり、子供が泣いたらどうすればいいのか、何が原因かわからずう

るさいからこのような行動をしたと。また、誰に相談していいかわからない初めての子育て。

訪問を定期的に行っていくことは、対話をしながら育児ができ、有効な取り組みだと考えます。

また、訪問者の資格等も非常に大切だと思います。 

 そこで、牛久市での乳児家庭全戸訪問事業の実施状況をお伺いいたします。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長藤田幸男君。 

○保健福祉部次長（藤田幸男君） 乳児家庭全戸訪問事業の実施状況についてお答えいたしま

す。 

 本事業は、児童福祉法に基づき全ての乳児のいる家庭を訪問し、状況把握を行うことで必要

な情報と適切なサービスを提供し、子育ての孤立化を防ぎ、児童虐待予防を目的としておりま

す。また、母子保健法に基づく新生児訪問として母親や家族の健康の保持増進、子供の健やか

な成長発達を支援することを目的としています。 

 訪問は、保健師または助産師が担当し、母子の健康状態の確認や養育環境の把握、保健指導

などを行っております。 

 訪問対象者の約１割が要支援家庭となり、地区担当保健師が継続的に対応しております。要

支援家庭の把握は、妊娠届け出時のアンケートや妊婦健康診査受診結果、出生届け出時などさ



 

まざまな機会を捉えて行い、若年、高齢妊娠、基礎疾患があるなどハイリスク妊婦を初め、未

熟児や先天性疾患を有する乳児、経済的困窮など養育環境に問題がある場合に対象としており

ます。 

 平成２４年度から平成２６年度の３カ年の訪問率は、９５％から９８．４％となっておりま

す。訪問することができない長期の里帰りや子供の入院の場合には、保護者に電話で状況を確

認し、里帰り先の市町村への訪問依頼や乳児の入院医療機関と連携を図りながら、現状では１

００％把握をしております。 

 不適切な養育環境の家庭については、常にこども家庭課家庭児童相談室と情報を共有しなが

ら対応に当たり、困難な事例は牛久市要保護児童対策地域協議会で支援の検討を行っておりま

す。今後も全戸訪問事業での１００％把握を継続してまいります。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 藤田尚美君。 

○１番（藤田尚美君） 次に、ホームスタート事業の推進についてであります。 

 ホームスタートとは、６歳以下の未就学児のいる家庭にボランティアが訪問するイギリス発

祥の家庭訪問型子育て支援です。親が親をサポートするピアな、対等な関係の活動を行うホー

ムスタート。ホームビジターは子育て経験のある人が大半であり、ホームスタートビジター養

成講座を修了した後に訪問を希望する家庭へ週１回、２時間程度無償で訪問します。滞在中は、

友人のように寄り添いながら傾聴、話を聞くことや協働、一緒に何かをすることなどの活動を

し、親が心の安定や自信を取り戻し、地域へと踏み出してほかの支援につながるきっかけづく

りを応援するものであります。多い支援ニーズとして、孤立感の解消、子供の成長・発達を促

す機会づくり、親自身の心の安定などが挙げられておりました。 

 乳幼児に接したことのない全く知らないまま親になる率が増加をし、子育て家庭の孤立化が

進行しております。また、子育て中の不安感と負担感を大きく感じる親が増加してきており、

これまで以上に地域社会が親を支援することが必要とされております。孤立しがちな子育てを

支援するため、このホームスタート事業の取り組みのお考えをお伺いいたします。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長高谷 寿君。 

〇保健福祉部次長（高谷 寿君） ホームスタート事業は、専門研修を受けたボランティアが

就学前のお子さんのいる利用者に友人のように寄り添い、悩みを傾聴し、家事も一緒に行う事

業で、全国で２４か所、近隣ではつくば市においてＮＰＯ団体が実施しております。牛久市に

おいては、ファミリーサポート事業が類似した事業で、市が牛久市社会福祉協議会に委託して

実施しております。 

 ファミリーサポートセンター事業は、利用者に身近な地域提供会員で子育てをサポートし、



 

地域全体でお子さんを見守り成長の喜びを分かち合うことを目的として実施しております。現

在、利用登録会員は７３９人に対し、提供会員は１６９人と大きな差があります。今後も研修

を重ね提供会員をふやしていくことが課題ではありますが、昨年度は１，２６２件の利用実績

がありました。利用に当たっては使い勝手が悪いとの相談も受けますが、利用者だけでなくお

子さんとの関係も重視して利用開始しているのでリピーターも多く、妊娠期から小学校６年生

までの期間、安心して地域の中で子育てをすることができるという声も寄せられております。 

 しかし、市では児童虐待の予防として重点的にかかわる年齢をゼロ歳から２歳と考えている

ため、今後ボランティアセンターや健康づくり推進課と情報交換しながら、児童虐待の未然防

止のための事業としてホームスタート事業も検討してまいります。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 藤田尚美君。 

○１番（藤田尚美君） 次に、読書教育についてであります。 

 子供たちにとって本とのかかわり、読書をすることは、心の教育として普段の生活では体験

することができない冒険や感動、それらも一つの体験学習にもなり、多くのことを文字から想

像し夢を膨らませたり、感性や創造性を育む大切な教育の一環と考えます。また、学習の基礎

である国語力の向上にも読書は非常に大切であります。 

 子供たちの一番身近にある学校図書室は、一人一人の子供の豊かな育ちと学びを支援する教

育の場であります。牛久市においては、全校の学校図書室に図書司書が配置され、図書室の整

備は整っております。今、子供たちの置かれている環境には、スマホ、パソコンと通信機器が

整っている中で、こればかりではありませんが、図書離れが年々進んでいると言われておりま

す。良書に出会うことは心が豊かになり、また１冊の出会いが大切な宝物、人生の指標にもな

ります。図書室の利用状況、また読書教育の学校での取り組みについてお伺いいたします。 

○議長（市川圭一君） 教育長染谷郁夫君。 

〇教育長（染谷郁夫君） 牛久市の図書室には、専任の学校司書が常駐しています。これは、

近隣市町村と比べて大変恵まれています。子供への読書教育を充実させる上で、学校司書は重

要な役割を担う存在となっています。図書室の利用状況については、休み時間はもちろんのこ

と、授業時間の利用も大変多いです。小学校では、学級ごとに図書室に行く時間を時間割に割

り振っており、週に１時間は読書や調べ学習を図書室で行っています。 

 読書教育の充実のために、市内小中学校で行われている取り組みを紹介します。登校後、授

業開始前に行う朝読書は、市内全小中学校で実施されています。また、小学校では保護者や地

域の方などのボランティアの方による読み聞かせが行われています。中学校では、ボランティ

アの方は入っていませんが、教師や学校司書などによる読み聞かせが随時行われています。さ



 

らに、小中学校とも上級生から下級生への読み聞かせ、図書委員による読み聞かせなどが定期

的に行われています。市内の小中学校では、中学生が小学校に行って読み聞かせもしています。

岡田小学校には牛久高校の生徒も来てくれたり、奥野小学校の児童が保育園に行って読み聞か

せもしています。また、図書室クイズ、スタンプラリー、貸し出し冊数の増冊キャンペーン、

読書郵便、図書室オリエンテーリング、しおりのプレゼント、ビブリオバトルといって自分の

お薦めの本を紹介し合うゲーム、実に多彩な読書イベントが各校の創意のもと実施されていま

す。また、選書会といってたくさんの見本図書の中から子供たちが自分で図書室に入る本を選

んだりもしています。 

 牛久市では、中央図書館の事業として三、四カ月健診のときの際に、ゼロ歳児向け絵本や貸

し出しカードをプレゼントするブックスタートも行っています。小さいうちから読書に親しむ

ような取り組みがなされています。中央図書館と連携して、中学生が幼児に読み聞かせをする

ティーンズおはなし会も毎年夏休みに開催しています。うちどくを家庭学習や長期休業の課題

として取り組む学校もふえてきました。うちどくとは家庭読書、家族読書の略称で、家族で本

を読み、本について話をすることで同じ時間を共有する取り組みです。読書の楽しさ、喜びに

気づき本に親しむ子供たちがふえるよう、今後も読書教育の充実に力を入れていきたいと考え

ます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 藤田尚美君。 

○１番（藤田尚美君） 次に、通学路の安全点検及び危険箇所の改善についてお伺いいたしま

す。 

 通学路は、毎日子供たちが登下校で利用する道路です。道路の陥没、危険な通学路があると

思いますが、通学路の安全点検の実施状況をお伺いいたします。 

○議長（市川圭一君） 教育部長川井 聡君。 

〇教育部長（川井 聡君） 通学路の安全点検の実施状況についてお答えをいたします。 

 通学路の危険箇所につきましては、通学路の安全確保に関する取り組みの方針といたしまし

て、昨年度に策定いたしました牛久市通学路交通安全プログラムに沿って対応をしております。

昨年度に危険箇所として要望があったものとしては、過年度からの継続案件も含めて８６カ所

が上がっております。うち４０カ所について現地調査を行いました。 

 通学路危険箇所安全点検の実施手順といたしましては、具体的には危険箇所を学校が取りま

とめ年１回、教育総務課に報告を行い、これについて毎年７月または８月に教育総務課、交通

防災課、道路維持課及び必要に応じて警察も交えて合同点検を実施し、対策の検討を行ってお

ります。 



 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 藤田尚美君。 

○１番（藤田尚美君） それでは、平成２７年度の通学路危険箇所の改善要望の状況について

お伺いいたします。 

○議長（市川圭一君） 市長根本洋治君。 

〇市長（根本洋治君） 通学危険箇所の改善要望としては、予算的には小規模で即座に対応で

きるもの、翌年度の予算要求に反映するものと長期的な計画の中で解決を図るもの、県道とし

て竜ケ崎工事事務所に要望を行うものなどさまざまでございます。 

 引き続き、毎年継続的に現場を見ていくということで、少しでも解決に近づけたいと思いま

す。 

 危険箇所の対応としても、神谷小などに、カラー舗装などございます。現状でも対応のでき

ることは、速やかにやっていきたいと思います。 

○議長（市川圭一君） 藤田尚美君。 

○１番（藤田尚美君） 危険箇所の要望の中に、私のところに市道１３号線の危険な通学路の

改善要望が来ております。立哨で地域の方より小学生と中学生が混雑していて、いつ大事故が

起きるかわからないとの不安な声が届いております。この道路の歩道の白線の幅が狭く、車の

スピードとなだらかなカーブで危険が伴います。この市道１３号線の安全対策についてお伺い

いたします。 

○議長（市川圭一君） 建設部次長長谷川啓一君。 

〇建設部次長兼施設整備課長（長谷川啓一君） 市道１３号線の御質問にお答えいたします。 

 牛久小学校前から三日月橋生涯学習センターへ向かう市道１３号線につきましては、一部幅

員が狭い箇所がございます。本年９月２９日に実施しました通学路点検においても危険箇所と

して取り上げられ、改善策を検討しているところでございます。 

 御指摘の箇所につきましては、センターライン及び道路両端の白線、いわゆる外側線でござ

いますが、こちらを設置してございますが、センターラインの設置基準として片側２．７５メ

ートル以上の車道幅員を確保しなければならないため、路側帯が狭くなっている状況です。ま

た、市道沿いに民家が隣接しておりまして、すぐに道路を拡幅することは難しい状況です。現

在の幅員のまま通学する子供たちの安全性を向上するためには、センターラインを削除し、狭

い路側帯を広くするなどの対策が考えられますので、今後警察など関係機関との協議を進めて

まいりたいと考えてございます。 

 また、牛久小学校南側の市道２３号線との交差点につきましては、信号機を設置した後に市

道２３号線南側延伸部の供用開始とすることで、路側帯の拡幅とあわせて安全性の向上を図っ



 

てまいります。 

 以上でございます。 

○議長（市川圭一君） 藤田尚美君。 

○１番（藤田尚美君） ぜひとも子供たちの命を守るためにも早期の対応をよろしくお願いい

たします。 

 次に、児童・生徒が抱えている課題についてお伺いいたします。 

 子供を取り巻く環境には、家庭の問題、貧困、虐待、いじめなどさまざまであります。最近

では、子供たち自身に非常に痛ましい事件が起きております。一人で悩みにぶつかり、誰にも

相談できず、さらに追い詰められ、悪化していくケースが多くあります。誰にも言えない悩み

事を子供たちは口に出さなくても、何かしらのシグナルを発していると思います。中学生にな

ってくると、相談しなさいよと言っても、プライドも出てくる年ごろですので素直になかなか

言えなかったり、言わないけれども気づいてという信号は出していると思います。 

 そこで、学校側はそういう子供たちのＳＯＳに対し早期に発見する対策や、また定期的に個

人面談の実施も考えられますが、対応についてお伺いいたします。 

○議長（市川圭一君） 教育長染谷郁夫君。 

〇教育長（染谷郁夫君） 議員がおっしゃいますように、子供たちは本当にさまざまな問題を

抱えて学校に来ております。牛久市では、学び合いの授業づくりの中で、児童生徒一人一人の

学びの姿を教師がよく見取りながら授業を進めています。表情が暗かったり、友達とのかかわ

りが難しい児童生徒には、休み時間などを利用して二者面談を実施するなどして不安や悩みを

聞き取っています。これらの情報は職員間で共有され、ほかの先生の授業にも生かされます。

このように、１人の児童生徒を多くの職員で見取る体制がどの学校でも整えられています。ま

た、授業での学び合いが一人一人の学習の成立だけでなく、互いに支え合える関係づくりにも

つながっています。このようにしてできた助け合う集団が、いじめや問題行動、不登校などの

未然防止にも役立っています。 

 また、指導課の指導主事やきぼうの広場の職員が学校を訪問し、校長先生方と一緒に授業参

観しながら気になる児童生徒を見出し、学校と連携した支援方法を検討しています。例えば、

児童生徒をきぼうの広場の相談員やスクールカウンセラーとつないで定期的なカウンセリング

を実施したり、１人の子供のケース会議を実施し、指導主事や教職員が繰り返し話し合ってい

ます。また、必要があれば保護者にも同様の対応をしています。 

 このように、牛久市では学校はもちろん、指導課やきぼうの広場など関係機関が連携を図り

ながら一人一人の児童・生徒を手厚く見取り、全ての子供の幸せを目指して教育活動に取り組

んでいます。 



 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 藤田尚美君。 

○１番（藤田尚美君） 以上で一般質問を終わります。 

○議長（市川圭一君） 以上で、藤田尚美君の一般質問は終了いたしました。 

 ここで暫時休憩いたします。再開は１３時３０分といたします。 

                午後０時１７分休憩 

        ――――――――――――――――――――――――― 

                午後１時３０分開議 

○議長（市川圭一君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 日程第１、一般質問を継続いたします。 

 次に、１６番遠藤憲子君。 

      〔１６番遠藤憲子君登壇〕 

〇１６番（遠藤憲子君） 日本共産党の遠藤憲子でございます。 

 通告順に従いまして、一般質問を行います。今回は２点について、一問一答方式で行います。 

 今回、幼稚園、幼児教育について多くの議員が質問で取り上げております。私も公立幼稚園

のあり方について質問をいたします。 

 まず初めに、幼児教育についてです。 

 幼児とは、満１歳を過ぎてから小学校に上がるまでの子供のことを言い、この時期に行う教

育を幼児教育と呼びます。このころの子供たちの成長は大変目覚ましく、文部科学省も幼児期

における教育の重要性を掲げております。それは、この時期に経験したことや学んだことが生

涯、その人となりをあらわし、人格の形成の基礎とされると言われているからです。中でも３

歳児の発達はいろいろな分野で著しく急成長していき、ぐんぐん伸びていく子供の心と体には

本当に驚かされると言います。 

 ここで、３歳児の発達のことを少し紹介したいと思います。発達の一つに、数に興味のある

子や言葉や人や物の名前など自分の身の回りにあるものに関心が高くなり、それを理解しよう

と行動範囲が広がります。個人差はありますが、今興味のあることが電車で、電車の名前だっ

たら全部言える、このようなお子さんもいると言います。数への興味がそれほどなくても、あ

まり覚えないからといって発達がおくれているとは限りません。このころに出会ったものの中

で、特に興味を持つものを集中して覚えようとすると言います。また、体の面でも音楽に合わ

せて踊ったり、歩いたり、ぴたっととまったりなどができるようになること、また３歳児の発

達の特徴と言えます。 

 よく幼稚園の先生のピアノに合わせて動くこと、先生がジャーンというピアノで立つなど、



 

毎日の繰り返しで習慣となり、ピアノが軽快なメロディを奏でれば歌うこともできるようにな

ると言います。もし生まれてから３歳まで何も経験することなく育ってしまったら、脳は刺激

を受けることもなく言葉も数も覚えることができません。環境が人を育てると言いますけれど

も、やはり３歳ごろにはよい環境を整えてあげることが大切などと言われています。 

 さらに、１２月７日付の新聞に幼児期を誰と過ごすか、このような記事がありました。ある

教育総合研究所の調査では、幼児が保育園や幼稚園で過ごす時間が長くなり、園外では、要す

るに幼稚園が終わった後のことですが、母親と遊ぶことがふえたと報告をしています。この研

究所が、１９９５年から５年ごとに生活時間や遊びの調査を実施し、ことしは２月から３月に

かけて行い、首都圏に住む１歳半から６歳の就学前の子供のいる保護者、約３，５００人から

の回答を分析いたしました。この２０年間で大きく変化したのは、平日に園以外で遊ぶ相手と

しては、２０年前は「友達」が５６％だったものが、今は「母親」が８６％と最多となり、９

５年が５５％でしたので大幅にふえています。「父親」は１８％、９５年が９％なのでふえて

おります。続いて、「祖母」１７％、「祖父」８％と９５年に比べ、いずれもふえているのがわ

かりました。 

 また、母親が不在のときに子供の面倒を見てくれる人はいるかの問いに、「父親」が６６％、

２００５年が５１％でしたので、それに比べ存在感が増しているようです。家族で遊ぶ子供が

ふえる一方ですが、園外で友達と遊ぶ割合は９５年の５６％から２７％と半減をしています。

これは、少子化により近所に子供が少なくなってきたことが大きいことです。また、共働きで

帰る時間の遅い園児がふえたことなども影響しています。保育園や幼稚園で過ごす時間は長く

なっていますが、地域でさまざまな人たちとの交流する機会は減っています。幼稚園、保育園

に地域の人を招いたり、親子で地域に出かけていくなど交流を深める機会を持とうと呼びかけ

ていました。 

 このように、家庭環境、地域環境が大きく変化をしていますが、幼児期における教育の重要

性について、家庭や行政、地域からも指摘をされているところです。そこで、幼児教育につい

て市の考えをお尋ねいたします。 

○議長（市川圭一君） 教育長染谷郁夫君。 

〇教育長（染谷郁夫君） 藤田議員の御質問にもお答えしましたが、幼稚園で行う幼児教育は

基本的な生活習慣の定着、規範意識の育成、命や自然に対する理解や態度の育成、言葉の使い

方や理解しようとする態度、豊かな感性と表現力の育成を通して健やかな成長を促すとともに、

小学校への教育の基礎を培う意味で大変重要な教育であると考えています。 

 実は、１０月に牛久第二幼稚園で県の教育委員会が主催しました保育技術協議会がありまし

た。ここでは、牛久第二幼稚園と上町ふれあい保育園と、それから牛久小学校の１年生が一緒



 

になって、秋を探そうという合同保育を行いました。これに県内の多くの先生方から高い評価

をいただきました。 

 私もこうした実績を見ていて、幼児教育は幼児の健やかな成長を促すとともに、小学校への

基礎を培う大事な教育だと考えています。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） 今、教育長のほうから幼児教育、健やかな成長をやはり保障するた

めに大事なものだということですが、健やかなものに対する、当然市としてもいろいろと今か

かわっているところだと思います。小学校へのスムーズなそういうような移行の問題も含めま

して、やっぱり市が今、先ほど述べましたように、以前に比べ大変家庭環境、そしてまた地域

の環境、地域に、自分たちの周りにも子供の姿が見えないというようなその環境が非常にいろ

んなところで見られております。その地域によっては、ひたち野うしくのように子供の数がふ

えているというところもありますし、また旧牛久のほうではそれぞれが高齢化になっていると

いうところでは、やはり地域からのそういうものに対する働きかけというのも重要になってく

るんではないかと思います。 

 今、幼児教育の問題について御答弁いただきましたが、その内容について質の向上、そして

また全体の向上へつなげていく、その一つ、さらに深めていただきたいと思いますが、その辺

の考えを伺いたいと思います。 

○議長（市川圭一君） 教育長染谷郁夫君。 

〇教育長（染谷郁夫君） 牛久市は、県内で唯一、保幼小連携事業というのをやっておりまし

て、幼稚園、保育園、小学校、ここにスクールカウンセラー、それから大学の先生等が集まり

まして、子供たちの見取りとか親の相談とかそういうものをやって質の向上に努めております

ので、こういったものをますます深めていきたいと思っています。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） それでは、２番目の質問に移りたいと思います。１項目の２番目で

す。 

 公立幼稚園の優位性についてです。現在、市内には私立幼稚園が５園、公立幼稚園は２園あ

ります。私立幼稚園はそれぞれに園の特色を出しながら、その園の方針により保護者が選択を

し通わせておりますが、公立幼稚園に通わせている保護者の方から「公立幼稚園は家庭的な教

育方針」、また「温かく寄り添う先生たちがいる」「親子で通園ができる」、また「小学生の姿

を見ながら成長ができる」、このような声が届いております。さらに、入園料が３，０００円、

授業料は月４，０００円というこの安さも選ぶ基準ではないかと考えます。もっと公立幼稚園



 

の優位性をアピールすべきではないかと考えますが、市はどのように捉えているのかお尋ねを

いたします。 

○議長（市川圭一君） 教育部長川井 聡君。 

○教育部長（川井 聡君） 公立幼稚園の優位性ということでございますが、保護者から寄せ

られる声といたしまして、今議員からもありましたように、公立幼稚園のよさの第１番目とい

うことに関しては、何といっても一つの才能を伸ばすという教育ではなく、バランスのとれた

教育が魅力であるということがよく言われておりまして、これは保護者の方からも、また園の

園長からもこういった教育に心がけているということをよくお聞きしております。 

 また、公立幼稚園は私立幼稚園と異なりまして、転入等によります年度途中での入園に際し

まして、制服などの初期費用がかからずに入りやすいといった声も伺っているところでござい

ます。さらには、最近ふえておりますけれども、支援が必要な子供の受け皿としての役割も含

めまして、公立幼稚園は公立幼稚園としての民間幼稚園とは違った役割というものがあるのは

事実であるというふうに考えておるところでございます。 

 このあたりを踏まえまして、公立幼稚園の今後についてしっかりと考えていく必要があると

いうふうに考えているというところでございます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） 今、公立幼稚園の優位性について教育部長のほうから答弁がありま

したが、やはり公立幼稚園を選んでいる保護者たちのお声を聞きますと、今バランスのとれた

教育と言っておりましたが、具体的に園長のほうからそういうような御意見が出ているという

ことですが、市としては公立幼稚園をもっとアピールすべきではないかというふうに私は考え

るわけですが、その辺をどのようにしていくのか、この辺を伺います。 

○議長（市川圭一君） 教育部長川井 聡君。 

○教育部長（川井 聡君） ただいまの公立幼稚園をもっとアピールしたらいいんではないか

ということでございますが、アピールという部分ではいろんな意味でアピールを確かにする必

要があると思いますが、片や一方でやはり牛久市にとりましてはお子さんが非常に多いという

ことで、民間の幼稚園、保育園、そういったところを誘致し、開園をしていただいている状況

もございます。公立幼稚園と違って、やはり経営という側面も考えながら運営をしていかなく

てはいけないというところとのやはり差別化といいますか、やっぱり公立と私立の一線を画し

た運営方針というものをしっかり持った上で、公立のよさというものをクリアしていくという

ことで、公立というものの重要性というものをアピールしていければというふうに考えている

ところでございます。 



 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） 今の部長の答弁だと、ちょっとアピールするのにはどうなのかなと

思います。確かに、私立は私立で、これは民間の運営ということではその子供たちの中に特色、

例えば音楽、それから英語、スポーツとかそれぞれに特色を出した方針で、保護者たちが選ん

でいると思います。公立というのは、それなりにやはり市がきちっと責任を持ってその教育方

針に沿って子供たちに当たるというところでは、特に何を教えるわけではないけれども、大変

非常に先生たちが温かく、子供たちの発達に応じて寄り添ってくれるということ、この辺はお

母さんたちからも聞いております。 

 また、さらに親子で通園できるということ、そのことが確かに言われております。ほかの幼

稚園ですと、通園バスが来て、そのバスに乗って子供たちは通園をしていく、そういう親子で

かかわれる時間を、貴重な時間というふうに考えているお母さんたちがいるのも事実ではない

かと思います。 

 そしてまた、授業料が大変、今、月４，０００円とは、私の子供たちもこの公立幼稚園に通

っておりましたが、そのころから変わっていないということでは、大変市としても努力されて

いるんではないかと思いますが、もうちょっとこの辺のアピールですね。民間の経営の問題に

ついても、市は市としてのきちっとしたやっぱり優位性をもっと出すべきだと思います。市内

には公立幼稚園が２園ですが、決してこの数が少ないというふうに、多いとは思っておりませ

ん。やはり市がきちっと責任を持つという立場ではこの辺を堅持するということで、再度この

公立幼稚園の優位性についてお答えをお願いします。 

○議長（市川圭一君） 教育部長川井 聡君。 

○教育部長（川井 聡君） 公立幼稚園の優位性ということで、今議員におっしゃっていただ

いたようなところが全て優位性ということで、私が答弁するまでもないのかなと思うような御

質問だったわけですが、やはり私立幼稚園との違いという中で、バランスのとれた教育をして

いる。その年齢に応じた、背伸びをしない教育。園長先生方にお話を聞くと、やはりこの時期

の教育の仕方によって、大人になる過程もしくは大人になってから、随分人間としての幅の広

がり方が違ってくるんですよというようなお話を聞いたこともございますし、大学等の研究で

もやはりそういう差が出ているというような文献があるんだというようなお話も聞いたことが

ございます。 

 そういった意味で、公立幼稚園を堅持するという部分につきましては、これまでも答弁をさ

せていただきましたが、今後有識者また関係者等による協議会のほうに教育委員会として諮問

をいたしまして、答申を受けた上でその意見を尊重して結論を出すというようなことを考えて



 

いるところでございます。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） それでは、３項目めの第一幼稚園の存続について質問したいと思い

ます。 

 今定例会に、第一幼稚園の在園者の保護者、そしてまたＰＴＡ会長の連名で第一幼稚園存続、

園児募集について、平成２８年度以降も募集をかけてほしい旨の陳情書が出されております。

保護者の皆さんは、旧第一幼稚園が天井のアスベスト問題で岡田小校庭内のプレハブ園舎、そ

して中根小内へと移動が繰り返され、ようやく落ちつくかに見えた中根小内におきましても、

児童数の増加でまたもや移転ということで検討されている状況といいます。幼児教育に責任を

持つべき行政がこのように子供たちの学ぶ環境を二転三転させてきたことは、どの子にもひと

しく教育環境の整備に対する一貫性が欠けていた、このように言われても過言ではないと思い

ます。 

 １１月には、懇談会が行われたと聞きました。保護者たちは、子供たちを犠牲にして今まで

の幼稚園をなくさないでと、存続を求めるこの願いに応えるべきではないでしょうか。幼児教

育に責任を持つ教育行政の一環として、第一幼稚園の存続についてお尋ねをいたします。 

○議長（市川圭一君） 教育部長川井 聡君。 

○教育部長（川井 聡君） 第一幼稚園の存続に関する御質問でございますが、石原議員、あ

と先ほど藤田議員の御質問にもお答えをしてまいりましたが、中根小学校の校舎を使用しての

運営ということで第一幼稚園の運営をしているわけでございますが、近い将来、児童数の増加

ということで、校舎からの移転を余儀なくされるということがわかっているような状況でござ

います。 

 今の御質問にもありましたように、１１月に保護者の方からの声を伺う機会を設けまして、

そういう中では、やはり今御指摘のように、存続してほしいという声が多数寄せられたという

ところでございます。そういうこともございますので、いずれにいたしましても先ほど申し上

げましたように、まず存続も含めた形でどういうふうにしていくんだということについて、有

識者等を含めた会議の中でしっかりとした議論をしていただき、その答申に対して教育委員会

として結論を出すということで現在考えているところございます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） それでは、今部長の御答弁の中にありました１１月に行われました

保護者への説明会、保護者から出された意見はどうだったのかお尋ねをいたします。 

○議長（市川圭一君） 教育部長川井 聡君。 



 

○教育部長（川井 聡君） 保護者の方からは、先ほど申し上げたように、第一幼稚園を存続

してほしいという声があった。そのほかには、やはり公立幼稚園のよさというもの、それから

先ほど議員もおっしゃっていました、非常に先生がすばらしいんだといった意見、また第二幼

稚園、第一幼稚園ともにですが、小学校の中もしくは隣接してあるということで、小学校との

連携という部分で非常にすばらしいというような声もいただいております。 

 そういうこともありますので、そういったものと平成２９年度以降の募集に関しての周知が

ちょっと足りないんではないか、説明が足りないんではないかというようなお叱りも受けたと

いうようなことでございます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） 保護者の説明会では、そのような意見が出たということを私も聞い

ております。そして、何よりもやはり保護者の方たちは、２８年度は募集をする、そして２９

年度以降についてどうなのか、大変この辺が不安だと言っておりました。 

 今、第一幼稚園に通わせている年中さんの保護者の方は、その翌年も子供を入園させようと

思っていたんだけれども、その辺が大変不安だというふうな言い方もされていました。そして、

その保護者のところからは、やはり市もお金がないから、財政が厳しいからしようがないんで

はないか、このような意見がありました。ということは、そういうような説明も、市の厳しい

財政のような問題なんかもこの中でされたのかどうか。そうすると、やはり市はお金、財政が

先にありきというところでスタートが変わってきてしまうんではないかと思います。この辺に

ついて、御説明の中どうだったのか再度伺います。 

○議長（市川圭一君） 教育総務課長川真田英行君。 

○教育総務課長（川真田英行君） 教育総務課の川真田です。 

 私と第一幼稚園の園長とあと担当のほうで当日伺いまして、保護者の方、あとそれ以降に入

園する方も含めて、１１名か１２名ぐらいの方がいらっしゃっていました。市のほうからは、

本当の事実的なところですね。中根小が生徒数予測でいっぱいになってくるというところだけ

はお話ししましたが、その財政的に云々でこういう状況だという話は、した覚えはございませ

ん。 

 保護者のほうからは、先ほど部長のほうからありましたような公立のよさであったり、第一

幼稚園を存続してほしいという声、あと歩いて通わせられる環境がいいんだというような声を

いただいて帰ってまいりました。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） 保護者との説明会でそのような実態が話されたということは、了解



 

しました。また、部長の答弁の中では１２月中に幼稚園の運営協議会をつくり、教育委員会が

諮問をし、今後の答申を受けて検討していく、このように答弁もされております。 

 今回、幼稚園の問題についてなんですが、子ども・子育て会議、ここでの検討も必要となっ

てくるのではないかと思います。この辺の検討のところはどうなのかということ。そして、ま

た子供や保護者にとって最善の方法、幼児教育、ここを中心に考えていくべきだと思います。

第一幼稚園、今のところで公立としてということではなく、公立第一幼稚園の存続ということ

の観点で再度伺いたいと思います。 

○議長（市川圭一君） 教育部長川井 聡君。 

○教育部長（川井 聡君） 子ども・子育て会議との今回の結論に対しての諮り方ということ

だと思いますが、教育委員会といたしましてもまず幼稚園運営協議会のほうで答申をいただい

て、まず教育委員会としての考え方をまとめたい。その考え方をまとめた上で、当然子ども・

子育て会議のほうにも諮っていきたいというふうには考えております。 

 今回、運営協議会のメンバーの中には、当然子ども・子育て会議のほうのメンバーになって

いる方もいらっしゃいます。また、幼保小連携等の関係でいろいろと幼稚園の事情に詳しい方

も入っているということもありますので、状況というのは十分わかった上で協議はしていただ

けるものというふうに確信をしているところでございます。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） それでは、ぜひ保護者たち、そしてまた市の教育行政に責任を持つ

ということで存続を求めたいと思います。 

 次に、第二幼稚園についてです。 

 今定例会に一般会計の補正予算に園舎の耐震補強工事１，０００万円が計上されております。

市として耐震診断を実施し、この耐震の対策を平成２７年度中に終わらせるよう文部科学省の

通達を受けてのことだと思いますが、安全性の観点からもこの耐震工事による第二幼稚園の影

響も含め、今後の方針についてお尋ねをいたします。 

○議長（市川圭一君） 教育部長川井 聡君。 

○教育部長（川井 聡君） 第二幼稚園の耐震工事についてお答えをいたします。 

 第二幼稚園につきましては、建物の耐震診断の結果、耐震性が不足しているということがわ

かりまして、耐震工事の実施に向けてまして現在耐震設計を行っておるところでございまして、

当初の予定ですと今年度中に終わらせたいということでございましたが、設計のほうにちょっ

と手間取りまして、まだ設計が完了していないという状況でございます。 

 したがいまして、年度内に着工ということで今ちょっと目標を先延ばしにする、また春の時

期になりますと当然、卒園式等もございますので、園からはできれば園舎のほうで卒園式を迎



 

えさせてあげたいといったような要望もございまして、その点なども踏まえた中で工事の着工

時期などもしっかりと決めていきたいというふうに考えているところでございます。 

 また、工事期間中につきましては、牛久小学校の余裕教室を一時的に借り受けまして、園の

運営というのは続けていくということで、工事完了後にはまた現在の場所で引き続き継続して

運営をしていくということで、計画を進めているところでございます。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） そうしますと、２７年度中には工事着工とかそういうような問題に

は、まだ実施設計が完了していないというところでは。今後、その辺たしか今回補強工事に１，

０００万円ということで計上がされておりますが、この工事、どのように進めていくお考えな

のか伺いたいと思います。 

 そしてまた、やっぱり園児ですので、場所が変更になる、そういうことでの影響ですね。こ

の辺はやっぱり最小限にとめないといけないとは思います。その辺ですね。実際、今現在わか

っているところを再度伺いたいと思います。 

○議長（市川圭一君） 教育部長川井 聡君。 

○教育部長（川井 聡君） お答えをいたします。 

 まず、今回補正で上げさせていただいたもののほかに、以前３，０００万円の工事費を上げ

させていただいております。これは、当初３，０００万円で補強工事ができるというふうに考

えて計上させていただいたんですが、実施設計を進める中で思った以上にちょっと耐震の補強

工事が必要だということ。それから、第二幼稚園の内装の部分についてもかなり老朽化が進ん

でいるので、この際ある程度、大規模改修とまではいかないですが、ある程度のリニューアル

的な工事もしてほしいという園の要請もありまして、今回追加でさらに１，０００万円の要求

をさせていただいたというようなところでございます。 

 また、園児への影響ということでございますが、当然そういうことも考慮するということで、

先ほども申し上げましたように、なるべく今の園児、卒園を園のほうでして、春休み、夏休み

など園に直接通わない時期に集中的に工事ができるような、そんな工程を今考えております。

そういうことで、実際に牛久小に一時、間借りをするというふうにつきましては、現在給食の

ほうを牛久小学校でとっていただいているような状況ですので、そういった部分の教室を使っ

たりということで考えているというような状況でございます。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） それでは、今後の方向性について伺いたいと思います。 

 先ほども子ども・子育て支援のことを述べましたが、今までの枠組みから全ての子供を対象

とする幼保一元的な支援事業計画が牛久市でも策定をされております。幼稚園、保育園、認定



 

こども園、児童クラブなど今までと変わりないように見えても、全てが内閣府の扱いとなりま

した。教育や保育を一元化しようとする国の方針、これは保護者や自治体の運営、そしてまた

事業者を混乱させております。さらに、保育を行うための経費、これを子供１人当たりの単価

としてあらわしたのが、公定価格というこの基準です。それを当てはめるために、どれも民間

中心に進められるとしています。 

 子供の育ちに責任を持つ市政にとりまして、財政面から今後の方向性を問うだけでは解決に

はならないと考えます。今後の方向性、幼児教育、そしてまた第一幼稚園の存続、その問題に

ついて再度どう考えていくのかお尋ねをいたします。 

○議長（市川圭一君） 教育部長川井 聡君。 

○教育部長（川井 聡君） 公立幼稚園の今後のあり方ということでございますが、これまで

も答弁してまいりましたように、民間幼稚園とは違った役割、公立幼稚園が持つ役割というも

のをきちんと果たしていくことができるかどうか、民間幼稚園とのある程度、差別化というも

のが必要だというふうに考えているところでございます。 

 公立幼稚園が存在していく意義があるかどうかをしっかり見きわめていく必要性があるとい

う考えのもとでいろいろな議論をしていただくということで、先ほども答弁させていただきま

したが、幼児教育の視点、それから経営という視点、また公平性という視点、こういった視点

を中心に議論を進めていただいて、公立幼稚園の今後の方向性、あり方というものをしっかり

議論していき、牛久市教育委員会としての考え方をまとめてまいりたいというふうに考えてい

るところでございます。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） 今、部長の答弁の中で公立として意義があるのかというような、ち

ょっと問題のある発言が出ました。私は、やはりきちっと、今保育園などもそうなんですが、

全て民間にということではなく、きちっとやはり市の責任を持って公立を運営していくという、

そのような視点が必要ではないかと思います。幼児期についての責任、また経営ということな

ども出ておりました。確かに、ある程度、家庭の中に余裕がある方は私立幼稚園、それからい

ろいろと選択肢が広がると思います。公立は公立の優位性、先ほども述べておりましたけれど

も、そのようなバランスのとれた教育、そしてまたそこにかかわる先生たち、親子でその間を

通園する、かけがえのないその幼児期をやはりきちっと市として位置づけるということが、や

はりこの辺では大事ではないかと思います。 

 公平性とおっしゃっておりますが、何に対しての公平性なんでしょうか。子供たちにこのよ

うなきちっとした責任ある教育環境といいますか、それを与えるのはやはり市の責務ではない

かと思います。この辺について再度伺いたいと思います。 



 

○議長（市川圭一君） 教育部長川井 聡君。 

○教育部長（川井 聡君） ただいま公立幼稚園が存在していく意義があるかという、ちょっ

と誤解があったようですが、決して公立幼稚園の存在意義がないという意味で言ったわけでは

なくて、やはりそういうものをしっかりとあらわしていく、我々が自覚をしていくという意味

で、見きわめていくという意味でございます。 

 公平性という部分につきましても、やはりいろんな世帯、家族というかがございますので、

そういう方たちがひとしく幼児教育を受けられる環境をどうつくっていくかという意味での公

平性といった部分でございますので、決して継続を最初から否定して答弁をしているつもりは

全くございませんので、その辺は誤解のないようにお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） その辺も今後見ていかなければならないと思います。 

 公立、世帯にひとしくとおっしゃっていましたけれども、先ほど同僚議員が述べました子供

たちをめぐる環境、非常に厳しくなっています。そしてまた、かかわれる方たちの問題につい

ても大変大きくなっています。子供たちの虐待、そしてまた家庭の中での教育力、それが以前

に比べて大変、このように言っては失礼かと思いますが、なかなか家庭教育が充実できる家庭

ばかりではないというところでは、やはり個々の公立幼稚園で果たしている役割、また公立保

育園というか、その役割というのは、幼児教育全般についてやはりもう家庭、そして行政もか

かわらなくてはならないような今の状況だと思います。 

 そういう中で、しっかりと公立は公立としての役割を果たす、その立場で今後子供たちの幼

児教育について当たっていただきたいと思います。これは、要望として伝えておきます。 

 次に、精神障害者施設の充実と今後について伺います。 

 今定例会に精神障害者の家族会から、地域活動支援センター設置の予算化を求める請願が出

されております。家族会の方たちの切実な要望と受けとめ、質問をするものです。 

 前回、２６年の第４回定例会に地域活動支援センターを複数つくってほしい、このような請

願が全会一致で採択をされ、一歩進むのではないかと期待をされましたが、予算に計上されな

いことには具体的に見えてまいりません。よって、再度市民の代表である議会に対しまして、

予算化により実現をしてほしい、このような請願という形をとったものと思われます。 

 牛久市の第３次障がい者プラン・第４期障がい福祉計画が、平成２７年度から３２年度まで

策定をされております。３年後の見直しも含めての計画です。計画の理念は、「障害のある人

もない人も、その人らしく、だれもが安心して暮らせるまちづくり」です。計画の中で、地域

生活支援事業では（１）相談支援事業から（８）その他の地域生活支援事業まであり、それぞ



 

れに取り組み内容や利用見込みなどがあらわされております。（５）の地域活動支援センター

事業の取り組みの説明では、２６年実績からセンターの利用を希望する人に対し、継続してサ

ービスが提供できるよう事業所の確保や予算の確保に努めるとしております。精神障害者の居

場所確保について、市の位置づけと現状についてお尋ねをいたします。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長高谷 寿君。 

〇保健福祉部次長（高谷 寿君） 精神障害者施設の市としての位置づけ、現状についてお答

えします。 

 平成２７年３月に改定しました牛久市第３次障がい者プラン、第４期障がい福祉計画におい

て、市内施設としては社会福祉協議会が運営する身体障害者デイサービスを、市外施設として

は稲敷市にあるいなしきハートフルセンターを地域活動支援センターとして位置づけておりま

す。御要望いただいております精神障害者の居場所確保については、市内事業所との協議の上、

可能な事業の実施を検討していくものとして計画に位置づけております。 

 現状としては、精神障害者の方に対するサービスの利用拡大として平成２６年４月にデイケ

アの実施回数を月２回から４回にふやしましたが、利用者の増にはつながっておりません。そ

のため、サービスを利用していない当事者のニーズ把握が必要であると捉えております。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） それでは、再質問いたします。 

 市の位置づけと現状について、利用サービスの拡大を図ったのだけれども、結局利用者の拡

大にはなっていないというところなんですね。やはり、市の中であります社協の、身体障害者

のデイ、市外ではいなしきハートフルセンターというところがありますが、以前にもこの地域

活動支援センターの問題については質問をしておりまして、その中でやっぱり精神障害を持っ

ていらっしゃる方、非常にそのときの体調によりまして、本来通うことが厳しいというか、体

調によって行ったり行かなかったり、そういう障害の特性上、大変不安定だということも十分

承知をしています。 

 しかし、やはりこの精神障害という、大変障害を持っていらっしゃる方は、外に出ること、

そのことが第一歩だというふうに私は考えております。日中、自宅で過ごすのではなく、やは

り病院に行く、そしてまた障害を持っていらっしゃる方たちの居場所がどうしても必要ではな

いかというふうに思っております。 

 市には地域活動支援センター事業の実施規則、それを存じております。この実施規則は、身

体や知的、精神の３障害を対象としています。事業の内容としては、障害者等に対する創作的

生産活動、自主的活動の提供、支援等ではⅠ型、Ⅱ型、Ⅲ型がありまして、それぞれに事業内



 

容、職員配置、利用人員等が定められています。市内では、先ほど次長の答弁で、広域で運営

しています稲敷市のいなしきハートフルセンター、そしてまた女化町にあります身体障害者デ

イケアがありますが、いなしきハートフルセンターには牛久市からの利用者が大変多いという

ふうに聞いております。その利用者の状況なども伺いたいと思います。 

 そしてまた、請願では牛久市内に精神障害者の地域活動支援センター、これをつくってほし

い、今回の請願です。障害の特性から、先ほど述べましたが、日によってはむらがあり一定し

ない、引きこもりがちなところをどうしたらいいか、家を出ることができる、そのようなこと

も含めて、やはり専門家である精神保健福祉士のかかわりが大変必要となってまいります。そ

のようなことも踏まえて、この精神障害の地域活動支援センターの設置に向けての取り組みを

もう少し進めていただきたいと思いますが、その辺の考え、再度伺います。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長高谷 寿君。 

○保健福祉部次長（高谷 寿君） 再度の質問にお答えさせていただきます。 

 まず、いなしきハートフルセンターの利用実績ですけれども、２６年末の数字で２３人の方

が利用登録をされています。延べの利用者として、これは電話相談とかも入れますけれども、

３，２６２名の利用となっております。 

 それと、昨年の第４回の１２月の議会の請願から我々としましても、議会のほうで全会一致

の採択でしたので、重要性を理解するとともに、家族会の皆さんとたしか年明けから４度にわ

たって協議の場を持ちまして話し合いをさせていただいております。その中で、女化の福祉セ

ンターの中にＮＰＯのほっとピアという障害者のサービス提供事業者がいますけれども、そち

らのほうで居場所づくりにかかわっていただけないかということで、家族会と事業者と市の担

当のほうで話し合いを進めてまいりました。今後、なるべく早い時期に居場所となる場所を確

保しまして、人員の配置はちょっと今のところ難しいんですけれども、実績を見まして地域活

動センターにつなげていけるような活動をしていきたいと思っております。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） 今、次長のほうからも答弁ありましたほっとピア工房なんですが、

先日私も福祉センター内のこの工房を運営しておりますコミュニティーカフェ、ここを視察し

てまいりました。この場所を私どもが以前に視察をしたときには、作業所としてあった場所な

んですが、見ましたら床や壁などに木材が使われておりまして、壁には利用者の絵などが飾ら

れておりました。大変、木というので、温かい雰囲気が伝わってまいりました。福祉センター

というところで、福祉センターに見えた方たちも利用でき、お昼のメニュー、またコーヒーな

どもあるということです。 



 

 この日は、働いている方、障害を持っていらっしゃる方だと思いますが、その方がコーヒー

の注文をとりに、そしてまたそのコーヒーを運ぶ、その料金の支払い、レジを打つ、それから

また食器類の洗い物、このようなことでその人ができる仕事、そしてまたそれを支援する人た

ちがいるということ、大変働くということが一つの居場所、このようなものになるんではない

かということを感じてまいりました。働く人にとっても少しでも収入を得る機会があり、人と

の交流ができる、そのような支援体制が軌道に乗っていければ前向きな対応も一つ見えてくる

んではないかと思います。 

 再度、このほっとピア、ここがサービスの提供者となれるように、市としてもぜひ強力に支

援をお願いしたいと思いますが、その辺、活動支援センターについて再度伺いたいと思います。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長高谷 寿君。 

○保健福祉部次長（高谷 寿君） 再質問にお答えさせていただきます。 

 先ほどもお答えしましたが、ＮＰＯほっとピアのほうと協議を重ねておりますので、なるべ

くよりよい方向に持っていきたいとは思っております。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） そうですね。人員配置、その問題についても、あそこで責任者をや

っていらっしゃる方などもいろいろ経験をお持ちの方だと思いますので、ここで居場所となっ

て、人員配置も含めてぜひ前向きに進めていただきたいと思います。 

 そして、今後の考え方なんですが、障がい福祉計画との位置づけも含めまして、この方向性

ですね。先ほど人員配置も含めてということがありましたけれども、利用を希望する人、その

人たちを把握するためにアンケートなどの実施などについてお考えがあるかどうか伺います。 

○議長（市川圭一君） 市長根本洋治君。 

〇市長（根本洋治君） 今後の方向性についてお答えします。 

 現在、御要望いただいている精神障害者家族会との協議を重ねながら、あわせて市内事業者

との調整を行っております。障害者の居場所確保については、既存の市内事業所を活用しなが

ら、実績に応じて段階的に進めてまいります。また、当事者ニーズ把握については、家族会の

御協力をいただきながら聞き取り調査等を実施し、市職員と事業者との連携を密にし、利用者、

当事者が参加しやすい環境づくりを進めてまいりたいと思います。 

 障害者というと、今も家族もそうなんですが、どうしてもさっき遠藤議員が言ったようにど

うもうちの中で過ごしてしまう、うちの中にいろというようなことで昔からそういう風潮がご

ざいました。でも、今からはやっぱり社会の一員として外にもどんどん出すような環境も必要

ではないかと思っております。 



 

 ですから、その障害者においても、そして家族においてもストレスのない、そしてその環境

を支援したいと思っております。 

 以上でございます。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） 今、市長のほうからも、家の中に閉じこもるんではなくて、外に出

る機会をふやす、そういうようなことをやっていきたいということなんですが、確かに障害を

お持ちの方を、マイナス面ではなくて、やはり私も社会の一員として、やはりその方にもし働

く希望があればそういう場所を提供する、そしてまた、そうではなく、そこまではいかなくて

も、まずは居場所というかそこに来て皆さんと会う、それだけでも少しずつでも社会の中の一

員としての自覚が広がってくると思います。 

 まずは、やはり先ほどアンケートということでちょっと申したんですけれども、このアンケ

ートの実施をする計画があるかどうか、その辺を伺いたいと思います。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長高谷 寿君。 

○保健福祉部次長（高谷 寿君） 質問にお答えさせていただきます。 

 先ほども申し上げました家族会の皆さんとの話し合いの中で、アンケートを進めることに決

まりました。できれば当事者の方にお会いして、ニーズ把握をしたいと思っております。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） そうしますと、アンケートを実施する、当事者のニーズを把握する

ということなんですが、いつごろ、どういう内容か、その辺まではまだ決まっていないのかど

うか、その辺を伺いたいと思います。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長高谷 寿君。 

○保健福祉部次長（高谷 寿君） できれば、年度内に実施したいと思っております。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） 早急に、まずは居場所をつくっても、その当事者たちがここに来て

いただかないことには、それが実を結ばないと思います。その当事者のまず把握というのが、

大変重要だと思います。当事者がどうしても来れないようなそういうときには、市としても情

報、多分こういう方だということで情報をお持ちだと思いますので、待っているだけではなく、

こちらからの働きかけ、家族会も通じてですが、その事業者の力もかりながら、そういうよう

な取り組みについてはどう考えるのか伺います。 

○議長（市川圭一君） 保健福祉部次長高谷 寿君。 

○保健福祉部次長（高谷 寿君） まずはアンケートを実施させていただいて、その後、必要



 

に応じて当事者の方とお会いしまして、ニーズ把握に努めていきます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 遠藤憲子君。 

○１６番（遠藤憲子君） この地域活動支援センターというのは、障害者をお持ちの方たち、

まずはそこに居場所をつくってほしい、ここがなくなるときには、社会福祉課はここにつくる

という約束があったというふうに前おっしゃっていたと思います。ぜひこの希望者、利用を希

望する人たちのニーズ把握も含めまして、地域活動支援センターを早急に実施されることを希

望して質問を終わります。 

○議長（市川圭一君） 以上で、遠藤憲子君の一般質問は終了いたしました。 

 ここで暫時休憩いたします。再開は１４時４０分といたします。 

                午後２時２４分休憩 

        ――――――――――――――――――――――――― 

                午後２時４０分開議 

○議長（市川圭一君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 日程第１、一般質問を継続いたします。 

 次に、１７番鈴木かずみ君。 

      〔１７番鈴木かずみ君登壇〕 

○１７番（鈴木かずみ君） 日本共産党の鈴木かずみです。 

 今回の一般質問における執行部の答弁や議案の説明などについて、市長がかわったことによ

り市民目線でのこれまでになかった非常に前向きな姿勢も一部見られ、感動的に受けとめてい

る一人であります。前市長によるさまざまなゆがみを正していくためには、少しずつ確実に取

り組んでいかなければならないのであって、私どもも議会を通して議論と提言を続けてまいり

ますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、通告に従って一問一答形式で質問をしてまいります。 

 １番目としまして、行政改革推進委員会についてです。 

○議長（市川圭一君） 鈴木さん、マイクをもうちょっと、こう。 

〇１７番（鈴木かずみ君） ああ、こっちだ。失礼。 

○議長（市川圭一君） そちら、ライトでした。 

〇１７番（鈴木かずみ君） 大変失礼いたしました。照明とマイクを間違えておりました。非

常に失礼をいたしました。もっと早く言ってほしかった。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみさん。 

〇１７番（鈴木かずみ君） はい、続けます。 



 

 行政改革推進委員会についてです。（「落ちついて」の声あり）第６次行財政改革大綱に基づ

く行政改革推進委員会についてです。 

 私は、１１月の１１日に開かれました行政改革推進委員会を傍聴いたしました。委員の皆さ

んの活発な意見交換をお聞きしましたが、幾つかの疑問を持たざるを得ませんでした。それは、

平成２５年の１０月２５日付で池辺前市長より委員会に対し諮問をし、平成２６年６月３０日

付で答申が出され、それに基づいて作成された第６次行財政改革大綱であります。 

 その第６次行財政改革大綱を進捗管理する役割が行政改革推進委員会であり、推進期間は平

成２７年度から３１年度末までの５カ年となっています。ところが、これは前市長の方針に基

づいた行革大綱であって、期間も今年度から３１年度末までの５年間となっておりまして、根

本市長のもとでこのまま継続されることはどうなのかと非常に矛盾を感じた次第です。 

 内容について見れば、第６次行財政改革大綱では、前市長の答弁ですから市債残高をとにか

く減らせ、だから中学校もつくらない、職員を減らせ、非常勤で対応せよといった地方自治体

の行政運営としては、まちづくりの基本がどこかに置き去られてしまっているかのような市政

運営、財政運営が行われてきました。 

 市長がかわって、まちづくりの基本ともいうべき教育を重視し、ひたち野うしく地域には中

学校をつくりましょう、市民のために働く職員はきちんと配置し育成しましょう、そのために

は一時的に市債がふえても仕方がないことであり、それによって牛久市がまるで夕張のように

なると言った前市長による財政おどしも、もはや過去のことです。中学校をつくって財政破綻

になった自治体がどこにあるでしょうか。中学校をつくるとの公約を持った根本市長が当選す

ると、ひたち野のマンションが完売になったと一昨日の同僚議員の質問にもありました。若い

人たちが多く住んでくれる条件を積極的につくっていくことが、どんなに牛久市の未来を明る

くすることかと実感をしています。 

 そこで、根本市長の市政運営とは大きな食い違いが出てきている第６次行財政改革大綱に基

づく行政改革推進委員会について、方向性はどのように持っていく考えかをお尋ねします。 

○議長（市川圭一君） 市長根本洋治君。 

○市長（根本洋治君） 鈴木議員の御質問にお答えします。 

 今後、中学校建設や職員採用などに伴い、第６次行財政改革大綱において示した幾つかの改

革目標は、今後想定される決算との乖離が予想されます。行政改革推進委員会では、委員会の

役割として大綱の進捗管理が規定されており、この管理に支障がないよう建設に向けて具体的

な資金計画ができた段階で行政改革推進委員の意見を踏まえ、目標値の見直し等も検討してま

いりたいと思います。 

 私は、先ほどの鈴木さんの中学校をつくると借金とかいろいろございましたけれども、ある



 

人にこの前聞いたことがあるんですけれども、牛久はそういうもののお金の使い方ができると。

というのは、人がふえてどうするんだという話をある他の市町村から言われまして、ですから

そう言われるということは牛久の人口がふえて、その先のことを考えてできる。ある市長は、

人口が減って今までの維持をどうしたらいいかということを言っておりました。ですから、私

たちはそのような市におけるメリットを最大限にこれから伸ばすためにも、ある程度のそうい

う教育、それからこのようなお金の使い方、確かにお金の使い方は慎重にしなければいけませ

んけれども、市民の方がここで借金してもよしとされるような使い方がされれば、私は市民の

人も納得ができる借金、ただの借金かもしれませんけれども、そう思っております。 

 以上でございます。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

○１７番（鈴木かずみ君） 今の市長の御答弁には、私も全く同感であります。第６次行財政

改革大綱に基づく行政改革推進委員会、数値目標の見直しをもって図っていくとも答弁されま

した。お金だけから市政運営を見ていくと、本当に必要な市民要求を潰して、結果、市民から

の支持も得られないということにつながっていくと私も思っております。今回、明白な食い違

いを正し、新たな市政運営の上に立った行政改革が行われることが、本来のあり方ではないか

と考えます。したがって、今後第６次行革大綱に基づく改革推進委員会をこのまま継続してい

くことはいかがなものかと考えます。大綱を一旦白紙にすることもあってもよいのではないか。

また、一部改定か、また継続か。いずれにしても考え直していかなければ根本市長の市政運営

と合わないことを続けることになります。前市長のもとでの諮問に基づく行政改革推進委員会

を継続して進めることについて、どのような考え方を持っていらっしゃるのかということにつ

いて伺います。 

○議長（市川圭一君） 市長公室次長飯野喜行君。 

○市長公室次長兼行政経営課長（飯野喜行君） お答えをいたします。 

 第６次行財政改革大綱の議員御質問の白紙化、あるいは一部改定か、また継続かにつきまし

ては、現在の大綱は前任の行政改革推進委員が市民目線で牛久市の財政の現状を踏まえた答申

により策定した改革目標であります。市債残高につきましては、現在中学校建設に向けた予算

の具体的な中身が示されない中で、性急に目標値の修正は行うべきではないと考えております

が、今後建設に向け具体的な事業計画と資金面における計画ができた段階で、行政改革推進委

員会から目標値について意見をいただき、数値の見直しなど大綱の一部改定を検討してまいり

たいと考えております。 

 また、大綱では、あわせて常勤職員数や人件費につきましても削減の方向で目標値が設定を

されております。計画では、今後常勤職員の採用に伴い人件費の増加が想定をされております。



 

市債残高と同様に人件費の増加に注視しながら、大綱の目標値の修正についてこちらも検討し

てまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

○１７番（鈴木かずみ君） 大綱の目標値の修正ですね、行く行くは検討していくというよう

な答弁がありましたけれども、私は一旦白紙にしたほうがすっきりするのではないかと考えて

いたのですが、百歩譲ってぜひ修正等の検討をしていくことが必要であるかと考えております。 

 また、行政改革推進委員会の委員長については、教育委員同様、公の要職につきながら、さ

きの市長選挙におきましては根本候補に対抗する候補者を施設などに連れて歩いていたという

情報が多数寄せられております。非常に目につく行動であったようです。これらのことからか

教育委員は辞職されたようですが、行政改革推進委員会の委員長については今後も継続される

ということで問題がないのかどうか。公の職責を持っている方がこのような運動をしていいの

かということについて、市長の見解を伺います。 

○議長（市川圭一君） 市長根本洋治君。 

○市長（根本洋治君） 公職にある者が法的政治活動が制限されたものについては、当然なが

ら法にのっとり政治活動を慎むべきと認識しております。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

○１７番（鈴木かずみ君） わかりました。 

 では、次に入札についての質問に入ります。 

 入札制度のあり方についてです。市の公共事業の入札について、一般競争入札、指名競争入

札、随意契約等がございますが、会計法第２９条の３第１項、地方自治法第２３０条第２項等

により、「国および地方公共団体の契約は原則として一般競争入札によらなければならない」

「指名競争入札及び随意契約は法に定められた場合のみ行うことが出来る」「予定価格内最廉

価格」、最も低い価格ですね、その「入札を落札としなければならない」「尚、競争入札を行な

っても落札しない場合等は随意契約に移行することができる」とこのようにありまして、近年

国や地方公共団体の会計制度の透明性を確保する目的で会計法及び地方自治法が改正され、入

札方法を指名競争入札から一般競争入札に移行する動きが加速しているとのことであります。 

 そこで、まず牛久市における一般競争入札、指名競争入札、随意契約等それぞれの件数、工

事、コンサル、物品の契約方式別の件数ですね、及び金額について伺います。また、全体に占

める随意契約の割合についてお尋ねをいたします。 

○議長（市川圭一君） 総務部次長藤田 聡君。 

○総務部次長（藤田 聡君） それでは、お答えいたします。 



 

 まず、平成２６年度の一般競争入札の件数でございますが１６件、指名競争入札は２７２件、

随意契約は３８３件、全体で６７１件となってございます。 

 続きまして、平成２６年度の実績についてお答えいたします。 

 まず、工事の一般競争入札の件数は１６件、契約金額は約２１億９，０００万円、指名競争

入札は６３件、金額は約８億２，０００万円、随意契約は６８件、金額は約１億４，０００万

円です。コンサルにつきましては、指名競争入札４６件、契約金額は約２億２，０００万円、

随意契約は１１件、約１，４００万円。物品につきましては、指名競争入札は１６３件、金額

は約１３億６，０００万円、随意契約は３０４件、金額につきましては１３億２，０００万円

となってございます。 

 それと、平成２６年度の契約件数は全体で６７１件となっておりますので、うち随意契約は

３８３件で、随意契約の割合というのは５７．１％となってございます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

○１７番（鈴木かずみ君） 牛久市の入札の状況の中で随意契約がいかに多いか、また全体の

５７．１％を占めているということは、非常に多いのではないかというふうに感じているわけ

です。 

 この随意契約は、国及び地方公共団体が行う契約は入札によることが原則である、法令の規

定によって認められた場合のみ随意契約を行うことができる。随意契約によろうとする場合は、

なるべく見積書をとること、またなるべく２以上の者から見積書をとることとされています。 

 随意契約は、競争入札と比べて早期の契約締結、手続の簡素化、小規模事業者でも参入可能

であるなどのメリットもある一方で、予算の効率化、公平性、公明性の点でデメリットがある

というふうにされています。２以上の者から見積書をとることで一応の競争性は担保されてい

るが、その事業者を恣意的に選定すれば官製談合の温床になるおそれがあると指摘もされてい

るところです。 

 そこで、牛久市では随意契約パターンが１号から７号と分類をされているようですが、どの

ような場合に該当になるのかということ、その分類についてもお伺いをいたします。 

○議長（市川圭一君） 総務部次長藤田 聡君。 

○総務部次長（藤田 聡君） ただいまの質問にお答えいたします。 

 随意契約が認められる範囲については、地方自治法施行令第１６７条の２に随意契約１号か

ら９号について規定されております。 

 まず、随意契約１号につきましては、同法施行令別表第５や牛久市契約規則第２１条で定め

る金額未満の案件について認められています。具体的には、建設工事は１３０万円未満、業務



 

委託５０万円未満、備品の購入８０万円未満、消耗品の購入５０万円未満などとなっています。

随意契約１号で契約を締結する場合は、３者以上の業者を指名し、指名競争入札に準じた事務

手続を行っております。 

 随意契約２号は、契約の性質または目的が競争入札に適しない契約をするときで、具体的に

は特殊な技術や知識を必要とするため、特定の者でなければ契約の目的を達することができな

いときなどが該当します。 

 随意契約３号は、障害者支援施設やシルバー人材センターなどを契約の相手方にするときに

該当しまして、障害者福祉等の増進といった一定の政策目的のために認められているものでご

ざいます。 

 随意契約４号は、自治体の産業活性化の一環として新商品生産により新たな事業分野の開拓

を図ろうとする中小企業を支援するために、自治体が認定した中小企業が生産した新商品を購

入する場合について随意契約を認めたものでございます。 

 随意契約５号は、緊急の必要により競争入札に付することができないときに該当します。 

 随意契約６号は、競争入札に付することが不利と認められるときで、具体的には履行中の契

約に直接関連する契約をする場合に、現に履行中の契約者に履行させたほうが期間の短縮や経

費の節減等が確保できることから有利であるときなどが該当するということになります。 

 随意契約７号は、時価より著しく有利な価格で契約を締結できる見込みがあるときに該当と

なります。 

 その他、随意契約８号及び９号というのが規定されてございます。 

 随意契約１号以外の契約につきましては、特定の業者と契約を締結することから、透明性を

確保するため随意契約を締結した理由について公表しておるところでございます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

○１７番（鈴木かずみ君） 案件の一覧を資料請求でいただいておりますが、随意契約全体で

見れば１号に該当するところが非常に多いわけですが、ＮＰＯ法人の契約は平成２６年度の契

約、総価契約のところでは、１３件のうち１１件が２号に該当しています。ここでしかできな

いということなんでしょうけれども、本当にここでしかできないのかということは精査しなけ

ればならないと思います。競争性もなく契約が行われているのであれば、新市長のもとに改め

て見直す必要があるのではないかと思うところです。 

 いみじくもさきの平成２６年度の決算特別委員会では、監査の方からも牛久市のＮＰＯ法人

の契約については見直す時期に来ていると思うとの発言がありました。２号にするには、ＮＰ

Ｏがほとんど２号として理由づけがされているわけですが、その理由説明もしなければならな



 

いということなんですが、この理由についてどこが決めるのか、それぞれの担当課が決めると

いうことなのか確認をしたいと思います。 

○議長（市川圭一君） 総務部次長藤田 聡君。 

○総務部次長（藤田 聡君） お答えいたします。 

 特定の業者１者と随契を締結する場合は、各担当課で随意契約とする理由とともに業者を選

定してございます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

〇１７番（鈴木かずみ君） 以前の議会の中でこの問題等も議論されたこともあったかと思う

んですが、前市長みずからが発言された言葉、「天の声か、地の声か」という質問に対して、

「地の声だ」というような発言をされたことが私耳に残っているわけなんですけれども、もと

は地の声かもしれないんですが、事務的には各担当課で結んだものが契約検査課に報告されて

きているというふうに思うんですけれども、その契約の流れについて再度確認をしたいと思い

ます。 

○議長（市川圭一君） 総務部次長藤田 聡君。 

○総務部次長（藤田 聡君） お答えいたします。 

 契約の流れでございますが、まず発注担当課で事業を執行するに当たり、起案、これは執行

決議書ですけれども、起案を作成します。各担当部長まで決裁を受けた後、予算の審査を行政

経営課で行い、契約検査課において設計内訳書に誤りがないか、契約書に添付する書類に漏れ

がないか、１者随契の場合は当該業者のみしか履行できない理由が適正であるかなどを確認い

たします。その後、設計金額により牛久市決裁規定に定められた決裁権者まで決裁を受けて、

契約締結となります。契約は各担当のみで行うのではなく、契約検査課立ち合いのもと契約を

行うということになってございます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

〇１７番（鈴木かずみ君） そのＮＰＯ法人の随意契約についてなんですが、特に決算委員会

の審査の中でも目立ったことは、日本スポーツ振興協会牛久支店において、ひたち野うしく小

学校プール施設管理業務委託が既に２７年度から３１年度まで５カ年にわたっての随意契約が

結ばれており、２億７，８２５万４，４４０円ですね。また、牛久市体育施設管理業務委託、

これも同様の５年にわたる随意契約が既に結ばれておりまして、３億９９７万５，１２０円。

そのほか、２６年度はコミュニティＦＭ放送局運営準備業務委託も同じところで随意契約とな

っているわけですね。それに、さらに単価契約というのがありまして、各学校でのスポーツ教



 

室の事業の業務委託等々、ほかにも随所に見られるわけなんですが、これだけ全部あれしたっ

て５億円を優に超えているわけなんですが、一体その日本スポーツ振興協会牛久支店との随意

契約が総額で合わせて幾らになるのかという点について伺います。 

○議長（市川圭一君） 総務部次長藤田 聡君。 

○総務部次長（藤田 聡君） お答えいたします。 

 現在、履行中の契約につきましては、５カ年の契約でありますひたち野うしく小学校プール

施設管理業務委託と、牛久市体育施設管理業務委託及び単価契約であるスポーツ教室事業業務

委託の３件です。それと、コミュニティＦＭ放送局運営準備業務委託は既に契約は終了してお

りますけれども、その４件合わせまして合計で５億９，５３３万６，６５１円となってござい

ます。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

〇１７番（鈴木かずみ君） 約６億円のその随意契約が、前市長の置き土産というような感じ

もしないでもない契約の仕方が既に組まれているというわけなんですが、ひとつこの選定に当

たっては２つ以上の見積もりというのはとったのかどうか伺います。 

○議長（市川圭一君） 総務部次長藤田 聡君。 

○総務部次長（藤田 聡君） お答えいたします。 

 予算決算及び会計令第９９条の６に、「随意契約によろうとするときは、なるべく二人以上

の者から見積書を徴さなければならない」と規定されています。それを受けて、牛久市契約規

則第２２条においても「随意契約をするときは、見積執行通知書により２人以上の者から見積

書を徴するものとする」と規定されておりますけれども、この規定は随意契約のうち先ほど申

しました中の１号、すなわち見積もり合わせを行う案件を指しておりまして、同条ただし書き

で「契約の性質又は目的により次の各号の一に該当するときは、見積書の徴取を１人とするこ

とができる」とされているところでございます。 

 その一つが、「１件の設計金額が１０万円未満であるとき」と、もう一つが随契、先ほど言

った２号から９号までの随意契約の場合、この規定にのっとりまして１者の見積もり徴収のみ

で契約を提携できるということになってございます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

〇１７番（鈴木かずみ君） ということは、２者の見積もりはしていないということですね。 

○議長（市川圭一君） 総務部次長藤田 聡君。 

○総務部次長（藤田 聡君） 今、申しました規定により行っておりますので、２者の見積も

りは徴収していないというふうになっています。 



 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

〇１７番（鈴木かずみ君） 先ほど述べましたけれども、地方自治法には恣意的に選定すれば

官製談合の温床になるおそれがあるとも警告されているわけなんですが、そのような認識は担

当課としては認識されなかったのかどうかということについて伺います。 

○議長（市川圭一君） 教育部長川井 聡君。 

〇教育部長（川井 聡君） お答えをいたします。 

 担当課といたしましては、施設利用者への練習等のプログラムの提供、指導の継続性といっ

た観点、人件費が年々高騰しているといった経済状況を踏まえた中でのコスト削減の観点とい

ったところを中心に、総合的な判断のもとで実施したものであります。 

 この体育館の管理運営業務に関しましては、平成１８年度にプロポーザル方式で７者を指名

してプロポーザルを実施したと。その中で、プロポーザルの指名に応募したのは３業者だった

わけですが、その中でプロポーザルの指名委員会というもので決定をしたのが、この日本スポ

ーツ振興協会であったということで、以後市の設計価格に対して日本スポーツ振興協会が出す

見積もりとの経済比較の上で市の積算よりも安く見積もっているということで、随意契約で契

約をしていたという経緯がございます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

〇１７番（鈴木かずみ君） 安いからとかいろいろあるわけなんですけれども、やはり恣意的

に選定したかどうかということは大変な問題になるわけですね。市長が就任されて、新しく就

任された根本市長のもとで既に２７年から３１年までの５年の随意契約が組まれているという

ことの中で、市長の任期中の１期の中で何ともできないようになっているわけですね。市の税

金を使った契約、これはあくまでも透明性が図られなければならないと考えております。３年

から５年の随意契約ということは、すべきではないというふうに考えるわけですね。ましてや

何億円もの契約を特定の業者に行うということは、癒着の温床になる可能性は非常に高いわけ

です。 

 これは、多くの人の目に焼きついているようなんですが、この関係者が、それも市長選の根

本市長の相手候補の出陣式の司会をされていたようですから、皆さん御存じのことと思います

が、牛久市におきましては地方自治法や会計法に照らしてもあり得ない随意契約が組まれてい

るのではないかというふうに感じたわけです。 

 ＮＰＯ法人の随意契約の見直しも含めて伺いたいと思いますが、市と契約をしている業者が

選挙活動をしていることについてなど、今後あくまでも牛久市の入札のあり方が公平性、透明

性を確保しているというふうに胸を張って言えるような状況をつくっていくために、市長の見



 

解を伺いたいと思います。 

○議長（市川圭一君） 市長根本洋治君。 

〇市長（根本洋治君） 一般会社であれば、長い契約というのは会社の安定な運営に寄与する

ところでございますが、いかがでしょうか。公の仕事に携わっている会社が随意契約する。そ

れも私の任期より長い年数を契約するというのは。そのときに何かあったときに誰が責任を持

つかというふうになったときは、私は強い、そして深い疑念を持つところでございます。です

から、この辺も見きわめながらこれからのこの随意契約、ＮＰＯのあり方、そして契約の仕方

も、このほかにもいろいろございますので、総括的に見直す時期が来ているのではないかと私

は思っております。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

〇１７番（鈴木かずみ君） ぜひ、このような質問をしなくても済むような状況をつくってい

ただきたいと思い、よろしくお願いいたします。 

 では、次に放射能対策についてです。福島原発事故から４年９カ月になろうとしています。

しかし、復興は依然として進まず深刻な事態は続いています。原発事故もいまだ収束の見通し

が立たず、放射能汚染への不安を広げています。 

 東京電力は、昨日福島第一原発の廃棄物処理建屋近くにある地下トンネル、ダクト、ダクト

というんですね、にたまった汚染水から、放射性セシウムが１リットル当たり４８万２，００

０ベクレル検出されたと発表しました。昨年１２月の採取に比べ、濃度が約４，０００倍に上

昇しているが、東電は外部に流出していないと説明するものの原因はわからず、東電の調査を

待つとされています。これまでも繰り返される汚染水の外洋流出に、東電は再流出防止を言う

のですが、まとまった雨が降るたびに汚染水が外洋に流れ出しているという発言のでたらめさ

をいや応なく痛感させられます。 

 このような中で、牛久市はホットスポットとなり、間もなく５年になろうとしている中でさ

まざまな取り組みをされてきたわけですが、現時点での対策の状況、総括について伺いたいと

思います。これまで取り組んできた放射能対策の全般的な総括の点について伺います。 

○議長（市川圭一君） 環境部次長梶 由紀夫君。 

〇環境部次長兼環境政策課長（梶 由紀夫君） 鈴木議員の御質問にお答えいたします。 

 東京電力福島第一原子力発電所の事故を起因とする放射性物質の飛散により、関東地方を含

む広範囲に放射能汚染が広がりました。牛久市といたしましては、市民の健康被害や生活環境

に及ぼす影響について市民の不安を解消するため牛久市除染実施計画を策定し、それに基づき

年間の被曝線量を１ミリシーベルト以下にすることを目指し、平成２３年８月から除染作業に

着手いたしました。 



 

 大人に比べて放射線の影響を受けやすい子供への対応に十分配慮することが必要であること

から、日常生活の中で子供が長時間利用する施設である小中学校、保育園、幼稚園の除染を優

先的に行い、公園や集会施設などの公共施設さらには一般住宅へと除染対象施設を拡大し、平

成２６年度中に予定された除染は完了いたしました。 

 除染を実施した施設と実施数は、幼稚園・保育園１７園、小学校８校、中学校５校、児童ク

ラブ１施設、きぼうの広場、公園・スポーツ施設５８施設、住宅５８棟、庁舎・自治会館等９

施設、合計１５７施設となっています。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

〇１７番（鈴木かずみ君） さまざまな取り組みをされてきたとは承知しておりますが、ここ

で確認の意味で確認をしていきたいと思いますが、子供の健康調査の実績について、ＷＢＣで

すか、ホールボディカウンター、また甲状腺超音波検査等について伺いたいと思います。 

○議長（市川圭一君） 環境部次長梶 由紀夫君。 

〇環境部次長兼環境政策課長（梶 由紀夫君） 子供の健康対策としては、平成２４年７月か

ら１８歳以下の子供を対象にホールボディカウンター検査を行っており、受検した８，０３０

名の全てに異常は認められませんでした。 

 また、平成２５年１１月から甲状腺超音波検査の一部助成を行っており、２６年度までに１

３６名に助成を実施いたしましたが、受検者全員に甲状腺がんの症状は認められませんでした。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

〇１７番（鈴木かずみ君） 学校給食とか、それから市民の不安に対して、持ち込まれた食品

の検査なども行ってきたと思いますが、食品検査の実績について伺います。 

○議長（市川圭一君） 環境部次長梶 由紀夫君。 

〇環境部次長兼環境政策課長（梶 由紀夫君） 食品の安全対策としては、食品放射能分析シ

ステムを設置いたしまして、９００回を超える配食前の学校給食の測定、学校給食の食材を含

めた農作物の放射性物質の測定を行っています。測定を行った配食前学校給食、学校給食の食

材とも放射性物質の検出は一度もございませんでした。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

〇１７番（鈴木かずみ君） 経費についてなんですが、これまでの放射能対策の経費、全体で

どのようにということを伺いたいのですが、２３年度に創設されて２４年度から措置されてい

る震災復興特別交付金ですか。それと、それから東電に請求した金額、支払われた金額、未払



 

いの金額等について伺いたいと思います。 

○議長（市川圭一君） 環境部次長梶 由紀夫君。 

〇環境部次長兼環境政策課長（梶 由紀夫君） 牛久市の放射能対策経費につきましては、昨

日杉森議員にもお答えいたしましたとおり、平成２３年度から２６年度までの４カ年で３億７，

９３１万８，２１３円を費やしまして、放射線量低減対策補助金、環境省の補助金ですが、こ

ちらが２億７０８万４０５円、復刻特別交付金３，４６８万８１円、東京電力賠償金としまし

て、これは請求したものですが、１，３５１万５，１５３円など合わせて２億６，６５９万６，

２１３円が補塡されておりますが、東京電力へ請求した賠償金１億１，２７２万２，０００円

が未収入ということになります。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

〇１７番（鈴木かずみ君） まだその１億１，０００万円の未収金ということなんですが、こ

の請求の仕方についてはどのような方法で行われているのかということについて伺いたいと思

います。 

 復興集中期間が２３年から２７年度で終わって、現在は３２年までの延長期間になっている

というふうに思われますが、その点も含めてお伺いをいたします。 

○議長（市川圭一君） 環境部次長梶 由紀夫君。 

〇環境部次長兼環境政策課長（梶 由紀夫君） 東京電力への請求につきましては、毎年７月

ごろに稲敷地区の６市町村放射能対策会議のほうで、６市町村合同で請求活動を行っておりま

す。請求の仕方といたしましては、先ほど申し上げました環境省、総務省、そういったところ

の補塡金、それから東京電力からわずかですが補塡がありますので、そちらのほうを差し引い

た額ということで、毎年更新をしながら最新の額で請求をかけているという形になります。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

〇１７番（鈴木かずみ君） どこまで期間として延長されているのかということなんですが、

３２年までというふうに私も伺っているんですけれども、それで間違いないかどうかというこ

とを確認したいと思います。 

○議長（市川圭一君） 環境部次長梶 由紀夫君。 

〇環境部次長兼環境政策課長（梶 由紀夫君） 請求の期限は、平成３３年だと思うんですけ

れども。その期間までに、きのうも御答弁申し上げたとおり請求をしていく、もしくは今６市

町村会議の中で意見をまとめていこうとしている裁判を起こす、もしくはＡＤＲを使うという

選択肢が今残っているところでございます。 



 

 牛久市の顧問弁護士のほうからは、ＡＤＲを利用したらどうかという、そちらのほうがいい

んじゃないかという御意見は頂戴しております。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

〇１７番（鈴木かずみ君） 次に、フレコンバッグの今後の処理の方法と対策についてなんで

すが、学校、保育園、幼稚園、公園等の除染がフレコンバッグに詰めて土の中に埋める方法で

行われてきたと思います。市民の方からは、将来にわたる安全性がどうなのか、ビニールが破

れることはないのかとかしみ込んでどうなのかというような不安の声も寄せられております。

市が保管している除去土のうの量について、また埋設保管することで地下水への影響はないか

どうか、また地中での埋設保管を今後ともほぼ永久的に継続をしていくのかというふうなこと

についてお伺いをいたします。 

○議長（市川圭一君） 環境部次長梶 由紀夫君。 

〇環境部次長兼環境政策課長（梶 由紀夫君） 鈴木議員の御質問にお答えいたします。 

 牛久市は、平成２３年から２６年度にかけて小中学校や幼稚園、保育園、公園、住宅など合

わせて１５７の施設の除染を行いました。除染により発生した土壌等は、牛久市除染実施計画

及び国が示した除染関係ガイドラインに基づき、基本的には除染対象敷地内で埋設保管をして

おります。現在、６，５３０立方メートルの除染土を保管しておりますが、除染した土は放射

性物質の流出を防ぐ内袋つきのフレコンバッグに収納し、除染土から放出される放射線を遮蔽

できる、とめることができる地中で埋設保管をしているため、放射性物質の地中への流出の可

能性は限りなく低いものと考えられます。 

 埋設保管をすることでの地下水への影響につきましては、原発事故により飛散した放射性物

質のうち最も多く残るセシウムは、土に強く吸着するという性質を持っています。セシウムの

地中での浸透速度は、１年間におおむね０．１から１センチメートルと言われており、万が一

フレコンバッグから放射性物質が流出した場合でも、河川や地下水などへの影響は限りなく低

いものと思われます。市では、放射性物質の地下水への影響を考慮しまして、原発事故が発生

したその月、平成２３年３月から市内の９カ所の井戸を選定しまして、井戸水のモニタリング

調査を行っております。この調査におきまして地下水への影響、放射性物質が検出されたとい

う影響が確認されたことはございません。 

 市といたしましては、地中への埋設保管は放射性物質の流出の可能性が低く、河川や地下水

への影響も低いと考えられるため、環境省のガイドラインに基づき、現在の保管方法を継続し

ていきたいと考えます。 

 以上です。 



 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

〇１７番（鈴木かずみ君） 今の答弁の中で６，５３０立方メートルというようなお話があっ

たんですけれども、これは単純にフレコンバッグの袋、何袋というような言い方はされないの

かどうか、私が聞き間違えたのかどうかちょっとわからないんですが、その点について再度伺

いたいと思います。 

 結局、地下水への影響というのは市民一般的には非常に心配するわけなんですけれども、今

の答弁ですと、セシウムは土に付着するからさほど問題はないんだよというようなお話だった

んですが、その点について非常に半信半疑なところがありまして、再度伺いたいと思います。 

○議長（市川圭一君） 環境部次長梶 由紀夫君。 

〇環境部次長兼環境政策課長（梶 由紀夫君） 鈴木議員の再度の御質問にお答えいたします。 

 ６，５３０立方メートルと申し上げましたけれども、フレコンバッグに換算しますと、フレ

コンバッグ１つについて１立方入りますので、大体それくらいだと考えていただければ大丈夫

だと思います。 

 それから、やっぱり御不安は確かにあると思います。ただ、地中のほうがビニールというか、

フレコンバッグ自体の劣化も防げるということで、紫外線も防げますので、そちらのほうがフ

レコンバッグでの保管については有効であるというふうに環境省のほうのガイドラインでは書

いてあります。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

〇１７番（鈴木かずみ君） ここ数年は大丈夫だとか、何十年は大丈夫だという話もあるかも

しれませんけれども、未来にわたって何万年も先にどうなるのかということは、予測もつかな

い事態が起こり得るかもわからないわけで、その辺のことも含めて今後の放射能対策について

どのように考えていくのか、また行っていくのかということについて伺いたいと思います。 

○議長（市川圭一君） 環境部次長梶 由紀夫君。 

〇環境部次長兼環境政策課長（梶 由紀夫君） 今後の放射能対策でよろしいでしょうか。 

 放射能対策につきましては、先ほど申し上げましたとおり、平成２６年度で当初の除染計画

に基づく除染作業はおおむね終了しておりますが、今後につきましても除染後のモニタリング

調査、それから河川、調整池などの調査、それから今ちょうど市内を走っているところなんで

すが、道路上の放射線量率の調査といいまして、走行サーベイといいますが、それがちょうど

今走っているところです。結果については、３カ月ほどいただいて年度内には公表できるかと

思いますが、そういった調査。それから、先ほど申し上げました食品の放射性物質の測定、そ

れから内部被曝の検査など放射能対策のほうを継続していこうと思っております。 



 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 鈴木かずみ君。 

〇１７番（鈴木かずみ君） 以上、今回は行政改革推進委員会について、それから入札のあり

方について、また放射能対策について等の質問をいたしました。少しでも市政の改善につなが

ることを願って、これで一般質問を終わります。 

○議長（市川圭一君） 以上で、鈴木かずみ君の一般質問は終了いたしました。 

 ここで暫時休憩いたします。再開は１５時４５分といたします。 

                午後３時３０分休憩 

        ――――――――――――――――――――――――― 

                午後３時４５分開議 

○議長（市川圭一君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 日程第１、一般質問を継続いたします。 

 次に、１８番利根川英雄君。 

      〔１８番利根川英雄君登壇〕 

○１８番（利根川英雄君） 日本共産党の利根川英雄です。 

 一般質問最後の登壇となりました。一昨日の同僚議員から議会が大きく変わったと述べられ

ましたが、どうもそれは私たち会派のことではないかというふうに感じたわけであります。前

市長とは、議場でのどなり合いもありました。また、教育長初め部課長には無理難題を押しつ

ける質問をしてきたとも考えております。前市長は、都合の悪い質問には答弁しないことに終

始しており、私からの質問に対し答弁者にはつらく当たったことと思います。そのことによっ

て、市長の考え方が変わり、市政運営が少しでもよい方向に向けばとの思いでありました。し

かし、残念ながら最後まで変わりませんでした。言ってみればワンマン市政、独裁市政と言っ

ても過言ではなかったのではないかと思うわけであります。 

 小坂城址土地購入疑惑以降は、それが顕著になっておりました。私たち会派は、前市長に対

して２回問責決議案を提出しました。どちらとも財政運営にかかわるものでありました。根本

市長は、前市長のようなワンマン市政、恫喝市政にはならないと思います。その前市長が、何

人かの議員を除いて議員を集め勉強会をしているようですが、どんぶり勘定のような財政運営

はぜひ学ばないでほしいと思います。何のための勉強会か疑問の残るところでありますが、今

後私たち会派は議会と執行部が一体となって、住みやすい牛久市をつくるために全力を尽くし

てまいりたいと思いますので、どうかよろしくお願いいたします。 

 それでは、通告順に従って一般質問に入ります。 

 今回の質問の趣旨は、公共交通充実のために担当部署を設置すべきではないかという問題と、



 

防災に関しては台風１８号による避難勧告指示の教訓を得て、防災無線を初めとした全市民へ

の正確な情報伝達による安心・安全のまちづくりについて、市民の要求をもとに質問をいたし

ます。 

 まずは、地域公共交通の充実、市民要求の把握についてであります。 

 ２０１２年３月に地域公共交通総合連携計画が策定され、３年半がたちました。まだその施

策は十分とは言えないのが現状であると思います。さきの市長選挙で私どもに寄せられた意見

でありますが、コミュニティバスに対する要望や防災無線にかかわる問題も含め、根本市長に

なったらその地域の人たちはぜひ要求したいと言っておりました。前市長に要求しても期待で

きないと思っていたからではないかと思うわけでありますが、地域公共交通の充実に対し市民

の意見を担当としてどの程度把握しているのか、お尋ねをいたします。 

 例えば、奥原地区の人たちは龍ケ崎市や稲敷市のコミュニティバスを利用していると聞いて

おります。また、常磐線牛久駅からのうしくあみ斎場利用者にはタクシーしか利用手段があり

ません。ホームページから見ますと、タクシー代３，０００円以上かかるとありますが、実際

聞いたところ５，０００円はかかるというふうにも言われております。公共施設であるこの斎

場に公共交通がないというのは、信じられない状況であります。これらを含め、市としてはど

のように住民要求を捉えているのかお尋ねをいたします。 

○議長（市川圭一君） 建設部次長加藤晴大君。 

○建設部次長（加藤晴大君） それでは、市として市民のニーズをどのように現状把握してい

るかということの御質問にお答えいたします。 

 牛久市では、平成２４年３月に国の地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づきま

して、牛久市地域公共交通総合連携計画を策定いたしました。その際に、市民の皆様の交通手

段の現状でありますとかニーズを把握するために、無作為に抽出いたしました３，０００人の

市民の方々を対象にアンケートを実施しております。平成２２年の１２月でございます。 

 また、年２回の頻度で開催いたしております地区懇談会などを通じまして、広く意見をお聞

きするということで市民の公共交通に対します課題の整理や意見を集約するとともに、同計画

の目標や基本的な方針、具体的な施策などに反映いたしました。 

 また、本市では現在、平成２６年１１月２０日に施行されました改正地域公共交通の活性化

及び再生に関する法律に基づきまして、現在の地域公共交通総合連携計画から地域公共交通網

形成計画への移行を進めておるところでございますが、その中で市民の皆様の公共交通に対し

ます意見などを再度把握いたしますために、新たに３，０００人の市民の方々を対象にしまし

たアンケートをまさに実施した直後でございます。これにつきましては、１１月の２１日に発

送をいたしまして、１２月の６日投函締め切りということで、今週いっぱいぐらいをめどに御



 

意見をいただくこととなっております。 

 その結果等を通じまして市民の皆様の公共交通に対する課題の整理や意見を集約し、新たな

計画の目標や基本方針の策定、施策などに反映してまいる所存でございます。以上です。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 

○１８番（利根川英雄君） 私は、そんなことを聞いているんじゃないんですよ。３年半もた

って、どのぐらいの市民ニーズ、市民の要求を聞いているのか、具体的なことを答えてほしい

ということを聞いているんです。 

○議長（市川圭一君） 建設部次長加藤晴大君。 

○建設部次長（加藤晴大君） お答えいたします。 

 お手元にはないかもしれませんが、配付済みでございます地域公共交通総合連携計画の冊子

の中に、１４ページでございますが、こういったＡ３判広い紙で課題等を整理したものがござ

います。個具体につきましては、これが今のところ会議等でも使っている資料でございまして、

それ以外にも懇談会でやった問題点などもこの中には記載されております。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 

○１８番（利根川英雄君） この間の市長選挙で、市民の人が何て言ったかということをさっ

き言いましたよね。前市長に言っても変わらないから、根本市長になったらぜひ聞いてもらい

たいということなんですよ。３年半たって、３年半前、だからもう４年以上も前に通ったその

計画で、市民要求、ニーズしていると思いますか。先ほど私が言いました奥原の人たちが龍ケ

崎のコミュニティバスを利用している。歩いて大体２０分程度のところに龍ケ崎のコミュニテ

ィバスのバス停があるんですよ。そこまで歩いて行って、龍ケ崎のコミュニティバスに乗らな

ければ、牛久の市民が公共交通に乗ることができないんですよ。これ、どう思いますか。 

 それと、稲敷市でポティロンの森から４０８に出て、そこから４０８を牛久のほうに向かっ

て奥原の地内を通って、稲敷市のバスはまた、稲敷市のコミュニティバスは行くわけですよ。

ただ、牛久市内にはバス停はありません。こういうものを奥原に住んでいる人たちは利用する

しかないんですよ。 

 それとまた、先ほど言いましたうしくあみ斎場ですね。私も何回もこれは議会で取り上げま

した。牛久の駅から斎場まで、関東鉄道が１日５便運行していますよ。斎場の前、上久野とい

うバス停があります。これは、いつ運行しているかというと、月曜日から金曜日まで。特に集

中する土日祝日の斎場を利用されるときは、バスは動いていないんですよ。私は、その牛久浄

苑なり関鉄と協力をしてこのバス停を利用できるようにということも、何回かこの議場で要求

はしています。そういった要求をまさに何も聞いていないというふうに言わざるを得ないです



 

ね、今の答弁では。再度お尋ねします。 

○議長（市川圭一君） 建設部次長加藤晴大君。 

○建設部次長（加藤晴大君） 先ほども申しましたように、今新しいアンケートも実施してお

りまして、その集計も今年度内に行うこととなっております。ということで、議員御指摘のよ

うな御意見もその中に反映しているものと考えております。 

 なお、バックナンバーにつきまして懇談会の過去の議事録等を見直して、意見等もチェック

したんですが、とりあえずこの冊子の中に乗っかっているもので包含されているという認識で、

今の時点ではございません。そういった状況でございます。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 

○１８番（利根川英雄君） 国の交通政策基本法というものがどういうものなのかというのが、

ちょっと担当のほうでは理解していないと思わざるを得ないですね。 

 昨日だったですか、一昨日だったですか、清水部長のほうから新しい計画ができて、その計

画をもとにということで再度計画をつくるよね。これ、かっぱ号のほうの話じゃないかと思う

んですが、３年半たって何もやっていない、これからまたアンケートをとってやる、いつにな

ったらできるんですか、これ。こんな無駄なあれはないでしょう。 

 私は、対策についてどうなのかと聞くと、いつもアンケートばかりで前に進まない、進んで

いないというのが現状でありました。それと、次長は、たしか３月議会だったと思うんですけ

れども、デマンドタクシーは……。ああ、６月じゃなかったですかね。来年度から運行すると、

昨日の答弁でもそのようなことを言っていましたけれども、これは実際に運行されるのかどう

かお尋ねをいたします。 

○議長（市川圭一君） 建設部次長加藤晴大君。 

○建設部次長（加藤晴大君） 今のお話でございますが、デマンド型のタクシーの話で、前々

回の議会のときに御答弁させていただいたものでございます。具体的に、来年度から実施をし

ますというふうなことでお答えした気持ちはございませんで、議事録を読んでいただくとわか

るんですが、極力そういうふうな方向に持っていきたいということをお話ししたことがござい

ます。 

 この心といたしましては、当牛久市の、先ほども引用いたしました総合連携計画の中に公共

交通、対象として扱う交通の定義は公共交通とデマンド型交通ということで、大きく全体を包

含する形で計画をつくるというスタンスになっておりまして、デマンドという言葉についての

認識及び考え方について、それぞれの立場である程度考えがばらばらになっているようなこと

も散見されましたので、あえて同様の解釈をした上でデマンドというものについて議論をした

いと思っております。 



 

 その中で、あくまでも私も、答弁を読んでいただくとわかるんですが、最終的な理想形で道

路交通について求められるのはデマンド型であろうというのは重々承知しておりまして、理想

形を目指すべきということで考えてもございます。その中で、議員も前々回の議会のときも引

用されました中部運輸局で出しておりますコミュニティバスの資料の話をされましたが、旧運

輸省系のほうのあの資料におきましてもあくまでも路線バスの運行がされていないエリアを補

完する、一般の健常者の方がメーンに使うコミュニティの交通という位置づけでございまして、

要は福祉の関係と一般の健常者の関係、利用者の大別で大きく意味合いが違う、おわかりだと

思いますが、そういう状況でございます。 

 その中で、うちの計画ではとりあえず健常者の方も身障者の方も交通弱者の方も全てを取り

込んだ形で公共交通とデマンド型の交通、移送手段という中で、当然求められるのは過疎地で

あったり交通弱者の方への対応、それを先にやるべきだというふうに思っておりまして、そう

いった意味からいたしますと、手をつけるにしてもそちらのほうからの改善なりなんなりを進

めていくべきだと思っておりました。 

 ということで、デマンド型交通ということが牛久市については平成１８年とか２３年とかで、 

福祉有償とか過疎地有償とかといったものがスタートしておりますので、そういったものを改

善していくという方向を念頭に置いて、今年度から何とかしたいという話をした次第でござい

ます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 

○１８番（利根川英雄君） 何が何だかよくわからないんですが、議会での答弁で私は、来年

度から試験的にデマンドタクシーを導入する計画だというふうに私は聞きました。しかし、今

の話では、そんなことは言っていないということなんだそうですが、ではデマンドタクシーと

いうのはどの程度検討されたのか。まず、例えば乗り合いタクシーだとかデマンドタクシーだ

とかそういったものについては、交通事業者が参入しなければ十分検討できないですよ。タク

シーが運行しているところを牛久市でデマンドタクシーを独自に出すなんていうこと、これは

できるわけがないですよね。 

 一つお聞きしたいのが、いろいろ会議をやっているそうですが、ＪＲ、関鉄等を含め、また

タクシー業者を含めて、この会議にはこの事業者というのはどの程度出てどういう発言をして

いるのかお尋ねいたします。 

○議長（市川圭一君） 建設部次長加藤晴大君。 

○建設部次長（加藤晴大君） ちょっと名簿を出しますので、ちょっとお待ちください。ああ、

済みません、失礼しました。公共交通会議におきましては、委員長が一応、筑波大の先生にな



 

っていただきまして、あとは関東運輸局のほうから２名の方、あと茨城の県庁のほうから交通

対策の室長、あと茨城県の竜ケ崎事務所の所長、あと牛久警察署交通課長が公的な方でござい

まして、あとは一般社団法人のタクシー協会のハイヤー・タクシー、あと関鉄、ＪＲ東日本、

あと牛久駅の構内タクシー組合、あとＮＰＯの方々、あと牛久の区長会の会長、あとシニアク

ラブの連合会長、障害者連合会の会長、牛久市の商工会の会長及びＰＴＡの連絡協議会の会長、

あと市民ワークショップの方、あとは副市長以下、市の職員で構成されております。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 

○１８番（利根川英雄君） 私はそのようなことを聞いているんじゃなくて、ＪＲ、関鉄、そ

してタクシー業者、会議に毎回参加されているのかどうか。そしてまた、その中でどのような

意見を言っているのかということを質問しているんです。名簿を読んでくれとは言っていませ

ん。よろしくお願いします。 

○議長（市川圭一君） 建設部次長加藤晴大君。 

○建設部次長（加藤晴大君） 失礼しました。 

 基本的に、会議のほうではほぼ皆様、御本人が出られない場合は代理出席などで出てきてい

ただいております。 

 会議の進め方につきましては、議員がおっしゃっておりますが、進歩は遅いにしてもいろん

な問題点についての改善をしておりまして、御存じのとおりかっぱ号の改善でありますとか、

奥野地区の龍ケ崎とか阿見への病院への移送でありますとか、進行が遅いと言われればそれま

でですが、そういったものの改善につきまして会議の中で議論をし、オーソライズをして運用

しているというところでございます。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 

○１８番（利根川英雄君） ３年半たって、ほとんど進んでいないというのが現状だというふ

うに思います。そう受け取らざるを得ないというふうに思うんですね。現段階で、かっぱバス

に対するいろんな要求があり、コースの変更なりいろんな施策をやってきたその努力は十分私

どもも存じております。こういう計画をつくった以上、その循環バスとの連携でデマンドタク

シーや乗り合いタクシーまたは、私も何回か言いましたけれども、トリガー方式という先進事

例などをぜひ検討すべきだろうということも言いました。 

 それと、今タクシー券というのが結構便利に使われているところがあるそうです。これは、

山梨県の韮崎市で行われたことですが、１つの地域、例えば牛久で言えば奥原を指定して、そ

この７０歳以上の人たちに１回５００円のタクシー券を配ると。非常に便利だということで、

利用率は大変上がっているようであります。これをそのコミュニティバスやデマンドタクシー、

乗り合いタクシーの補助金から比べると、それのほうがずっと安いということで継続されてい



 

るようですが、昨年度からこれが７００円になっています。例えば、奥原から牛久の駅にバス

に乗ったとしても５００円では行かないんじゃないかなというふうに思うんですが、そんなこ

とも含めてこのタクシー補助というものも非常に有効だと。 

 ただ、地域的にこれが牛久に合っているかどうかというのは難しいとは思うんですが、これ

らもまず意見を聞くのは当然です。そしてまた、先進事例を学ぶのも当然のことをしなきゃな

らない。例えば、経済産業省の補助事業というのがありまして、中心市街地再生事業補助金が

あります。これは、商業施設改修等事業、それと買い物環境整備促進事業というものでありま

す。商業施設のほうも買い物弱者の問題についても、国の補助金は３分の２です。非常に大き

な補助金です。買い物環境対策というものについては、周りにお店がなくなった、買い物に行

く手段がない、そういったところを対象にして国からの補助金が上限３分の２出るということ。

最高が１億円だそうであります。 

 ことしの募集は、当然締め切ってはおりますが、商業施設のほうについては４回公募をして

おります。買い物環境のほうについては、２回公募をしております。来年度の国の予算が確定

しておりませんから、来年度も引き続きやられるかどうかというのはわからないですけれども、

これはなるべく早く検討して、一番最初は３月です。３月に公募が始まります。それまでに経

済産業省から出ている資料等を集めて、ぜひこれは検討していただきたいと思います。これが

どうなんだと質問してもまだ答弁はないと思いますので、今言いましたことを含めて早急に検

討していただきたいと。この点はいかがでしょうか。 

○議長（市川圭一君） 建設部次長加藤晴大君。 

○建設部次長（加藤晴大君） 今、お話にありました件につきましては、参考にさせていただ

いて、乗りおくれないように進める方向で行きたいと思っております。 

 私も３年間牛久におりますが、３月の末までで残り１１３日でございますが、牛久のために

ということで、後々私の後任も含めまして、そういった話がこの場だけで終わらないように、

しっかり実のあるものになっていくようにということで、立つ鳥跡を濁さずではございません

が、いい方向で立つ鳥跡を濁すような方向で行きたいと思っております。よろしくお願いしま

す。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 

○１８番（利根川英雄君） 私は、あなたのやめる話なんか聞いていないんですよ。 

 その資料をとりあえず検討するじゃなくて、ここに書かれているのが買い物環境整備促進事

業、これが買い物弱者対策のための支援なんです。それで、補助対象となる事業ということで、

「地域住民の買い物に関する利便性向上につながる取り組みを継続的に行う事業であり、中山

間地や商店が撤退した団地などのように、高齢者等が徒歩で行ける範囲に商店が不足し、生活



 

必需品の買い物を行うことに困難を感じる、いわゆる「買物困難地域」と思われる地域内での

事業を主な対象として」いるということなんです。この文章を読むと、対象になる地域は牛久

にはある程度あるというふうに思いますが、その点について。これは、資料を取り寄せるじゃ

なくて、もう早急に検討していただいて、来年度の国の予算がつくかどうかということも含め

て、ぜひ前に進めてもらいたいと。 

 それと、タクシー券の補助というものも、これは実は障害者等に対するタクシーの補助とい

う問題、私がこの議会の一般質問で取り上げたときは３０年以上も前のことで、大野正雄市長

のときですよね。それで、導入されたときに、これが非常に評判が悪かったんです。何かとい

うと、タクシー券の補助を持っていってタクシーの運転手に渡すと、「こんなもの、面倒くさ

いことできるか」と言って利用させてもらえなかったというふうな、非常にまずい事例がある

ことはあったんです。今は当然ないとは思いますが。ですから、タクシー補助というのは、こ

れは韮崎の事例でありますが、これもぜひ検討していただきたいと。これは、やる気になれば

すぐにでもできる、補正予算でもできると思います。例えば、奥原地区に限定し、奥原とか井

ノ岡とかいろいろありますけれども、そういった地域に限定すれば、大体今年度だけでも数十

万、１００万円ぐらいで行くんではないかというふうに思うんですが、このタクシー補助とい

うものがどんなに住民に喜ばれたのかというような意見も調べながらやっていただきたいと。 

 それと、私のこの公共交通の充実の問題での一つの、今回一番最初に言いましたけれども、

担当課を設置すべきだという問題であります。交通政策基本法があります。交通が豊かな国民

生活を実現すること、地域経済の活性化に寄与することとあります。この法律に基づく基本政

策の展開は、国土交通省が担当しております。また、買い物弱者対策は総務省が担当をしてお

ります。国では２つの省庁で実施しております。そのほか、補助事業として、先ほど言いまし

た経済産業省、厚生労働省、農林水産省などがこの買い物対策の補助事業を行っております。

国では、このように力を入れております。しかし、牛久市では３年半たってもこれからアンケ

ートをとって決めていくというような悠長な話をしている中で、じゃあ今牛久市の担当職員は

現在何人おられるのか、この点についてお尋ねします。 

○議長（市川圭一君） 人事部長川上秀知君。 

○人事部長（川上秀知君） 牛久市におけます公共交通の担当職員の人数の御質問でございま

すが、平成２７年度まちづくり推進課が公共交通の担当ということにはなっております。まち

づくり推進課においては、現在、室長が兼務しておりますが、これは都市計画課長と兼務され

ておりますけれども、それを含めまして５名の常勤職員と１名の非常勤職員で対応していると

いう状況でございます。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 



 

○１８番（利根川英雄君） 実際に、実務上担当している職員は何名ですか。 

○議長（市川圭一君） 人事部長川上秀知君。 

○人事部長（川上秀知君） 実際に公共交通という業務に携わっているのは、課長を含めて今

申し上げた常勤職員５名がかかわっております。それぞれ持つ業務のウエートは違ってまいり

ます。それとあわせまして、公共交通という観点から申しますと、福祉業務室、これがコミュ

ニティバスのかっぱ号についての業務に携わっていただいております。あわせて、福祉有償運

送の話もございました。あと、過疎地有償運送の話もございますが、これらの業務につきまし

ては社会福祉課の職員に対応していただいているということで、先ほど来お話が出ております

牛久市の公共交通会議の中、これが公共交通全般を中心的にまとめていただく会議として動い

ているということで、それぞれの公共交通にかかわる課題に向けた対策のために関係部署が集

まってきているという状況でございます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 

○１８番（利根川英雄君） 今のお話ですと、大体５名ないし６名。しかし、３年半たっても

ほとんど前に進まない。変わっているのはかっぱ号の運行状況ぐらいなもんだというふうに受

け取らざるを得ないわけでありますが、交通政策基本法というものはまちづくりの基本を交通

政策の充実とも捉えているわけであります。これまで、今回の一般質問の中でいろいろな事業

が取り上げられましたが、横文字の数が多く計画を述べられておりましたが、本来のまちづく

りというのは今住んでいる人たち、子供からお年寄りまでついの住みかとして、安全で安心で

きるまちづくりではないかと思います。 

 大きなお金を使って開発しても、ついの住みかになり得ないまちづくりは、失敗だと言わざ

るを得ません。公共交通の充実は、市の重点政策として取り組むべきだと考えるわけでありま

す。担当部署をつくるということ、これまでも何回となく質問をしてきました。この計画をつ

くった当時の部長との話、退職しましたけれども、これは充実するには人員が必要だというこ

とも述べておりました。そのような中で、先進事例としては都市規模は全く大きく違いますが、

例えば石川県の金沢市では、交通政策局、交通政策部、交通政策課、歩ける環境推進課などと

いう公共交通に重点を置いた市政運営をしております。交通課においては２０人を超える職員

を充てているようであります。まちづくりの基本としての公共交通の充実を市のまちづくりの

重点政策として取り組むべきだと考えますが、どのようにお考えかお尋ねをいたします。 

○議長（市川圭一君） 人事部長川上秀知君。 

○人事部長（川上秀知君） 御質問にございます公共交通を充実させるための課等の設置のお

話でございます。茨城県におきましても、ただいま先進的な全国の事例がございましたが、茨



 

城県におきましては水戸市、それとつくば市というところが、やはり行政の規模は違いますけ

れども、公共交通施策の専門部署を設置している例がございます。牛久市におきましては、山

積する重要課題の解決に職員を振り分ける対応をしているところでございますので、直ちに担

当課を立ち上げるというのは現段階では難しいのかなというふうには考えてございます。 

 しかしながら、待ったなしの高齢化に比例する形で公共交通の重要性というものは、当然増

してまいっているところでございます。そのための公共交通政策の企画、立案、担当組織及び

業務分掌を明確化する必要性については、重要であるというふうに認識しているところでござ

います。その中で、当市においては、先ほど来申し上げましたが、平成２４年度において都市

計画課内に設置したまちづくり推進室が公共交通政策の担当として、コミュニティバスを担う

福祉業務室を初めとした関係各課と連携しながら、各種の公共交通の活性化に関する事業を進

めているというところでございます。 

 また、先ほど来も御指摘がございましたが、国においては我が国における初めての交通政策

に関する基本法制として交通政策基本法が施行されまして、本年２月１３日に交通政策基本計

画が閣議決定されたと。このような動きも視野に入れながら、今後の担当部署につきましては

どのような組織、人員がふさわしいのか、十分に研究をして検討してまいりたいと考えており

ます。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 

○１８番（利根川英雄君） ぜひ担当部署を設置してもらいたいと。それでないと、この事業

は進まないと。計画を立てて３年半、ほとんど進んでいない中で、またアンケートをとってや

っていくと。これではいつになるかわからないんです。やっぱり担当者がいろんな意見を聞き

ながらやるというのは、それなりの体制が必要であります。 

 この計画を策定した方、約４年ほど前だと思うんですが、この市が策定した計画、職員、当

時かかわった職員は当然熟知しているはずなんですよね。そういう方たちが担当するというの

も一つの解決策だと。これまでのように、今お答えがあった担当部署をいろんなところから持

ち寄ってやるような状況が、果たして公共交通の充実につながるかどうかということは、大変

疑問に思うわけであります。担当部署をつくり、そして公共交通の充実を推進できる部署。 

 最後にちょっと、これは市長に聞きたいんですが、先ほど言いました奥原の事例ですね。こ

れは深刻です。これはお年寄りじゃないんです。若いお母さんなんです。子供を連れて歩いて、

わざわざ小野川を歩いて渡って龍ケ崎のコミュニティバスに乗っていくということ。これは言

ってみれば何を３年半やっていたんだということになってしまうんですよね。ですから、それ

を充実させるには、やはりそれなりに責任を持った部署で行うしかないというふうに思うんで



 

すが、最終的に、これから検討に入るんでしょうけれども、ぜひ市長としてこのような公共交

通の充実を図れる部署を設置していくべきだと思うんですが、市長の考え方をお尋ねします。 

○議長（市川圭一君） 市長根本洋治君。 

○市長（根本洋治君） 公共サービスの車については、やっぱり総合的に私も判断するのが一

番いいのかなと。また、その周辺地域においては龍ケ崎とか稲敷市もございます。その辺とも

いろいろな協議をすることも一つの点であるかなというふうな気がいたします。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 

○１８番（利根川英雄君） 担当部署をつくるという話にはなっていかないようなんですが、

ぜひまた、私これで４回ある定例会……。済みません。３月は休んだから、３回ある定例会の

中で２回同じ質問をしているんですよね。だから、何回も何回も同じ質問をさせないでいただ

きたいと思う。今のままでは何年かかるかわからないですから、ぜひ担当課、担当部署の設置

をお願いいたします。 

 続きまして、防災無線。全ての市民への正確な情報伝達ということで、防災無線の聞きづら

い地域が多々あります。現状把握は、どの程度把握をしているのか。どの地域が聞こえづらい

のか、聞こえないのか、その点についてお尋ねをいたします。 

○議長（市川圭一君） 市民部次長岡見 清君。 

○市民部次長（岡見 清君） 防災無線の聞きづらい地域の現状把握についてお答えいたしま

す。 

 牛久市の防災行政無線子局は、現在市内に１１４基あり、平成４年から６年の３カ年で整備

したものです。しかしながら、整備当時はひたち野地区が開発されていなかったため、同地区

の防災無線の数が少なく、放送が聞こえづらい地区となっております。また、防災無線は屋外

で音声を伝えるという仕組みから、強風や雨などの気象条件、低地や森林などの地理条件、ま

た近年増加している高層建築等の周辺環境に影響されやすく、放送が聞こえづらくなる場合が

あります。したがって、ひたち野地区以外につきましては特定の地区が聞こえづらいというこ

とではなく、聞こえづらい場所は点在しているという状況ということで認識しております。 

 市では、これを補完するため、防災無線の放送内容をフリーダイヤルで聞くことができるサ

ービスを実施しております。また、防災無線の電波を自動的に受信、放送する防災ラジオを導

入し、各公共施設のほか行政区役員、民生委員児童委員、市内小中学校や市内在住の市幹部職

員などに配付をしております。あわせて、本年８月にコミュニティＦＭ局を立ち上げ、さまざ

まな地域情報を発信する傍ら、緊急を要する放送が防災無線で流れた際には番組を中断して防

災無線の放送内容を伝えております。 

 さらに、かっぱメールでも同様に情報発信を行っていることから、市民の方、特に高齢者の



 

サークル活動や会合などに市職員を派遣し、かっぱメールをＰＲするとともに、メール登録の

代行なども実施しております。 

 市では、全ての市民の方に対し防災無線のみで情報をお届けすることは非常に困難であると

認識しておりまして、このように複合的な情報伝達方式をとっているところでございますので、

御理解をお願いいたします。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 

○１８番（利根川英雄君） そうしますと、防災無線はどこで聞こえないかというのは十分把

握されていないというふうに受け取ってよろしいのでしょうか。 

○議長（市川圭一君） 市民部次長岡見 清君。 

○市民部次長（岡見 清君） 具体的には、どこの地区が聞こえないというよりは、先ほど申

しましたように低地あるいは防災無線からの陰のところですね。崖とかですね。そういうとこ

ろが聞こえないということで認識しております。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 

○１８番（利根川英雄君） この話も、市長選挙の中でこういう話をして、ぜひ防災無線が聞

こえるように。というのは、台風１８号の問題で、避難勧告指示がテレビで、テロップで流さ

れた中で、全く聞こえない。外に出ても何を言っているか、何を言っているかどころか全く聞

こえないということ。これまでも聞こえなかったのかと言ったら、これまでも聞こえなかった

と。これは奥原でありました。高いところではなくて、ちょっと低いところかもわからないん

ですが、このようなところにじゃあどうやって情報伝達するのかという広報活動が、私は今答

弁されたような情報が十分伝わっていない可能性が多分にあるというふうに思うんですね。そ

の点については、ぜひ対処方法を検討していただき、広報、そしてまた聞こえない地域、ある

程度区長に聞けばわかるんではないかと思うんですけれども、そういった方々にぜひ広報活動

をしていただきたい、情報伝達をしていただきたいと思います。 

 それと、ＦＭなんですが、保健センターから出していますね。実は、私どもの会派室で８５

４やったんだけれども、聞こえないんですよ。窓をあけても聞こえないんですね。ここでやっ

ても聞こえないんじゃないかとは思うんですが、ＦＭだから全ての世帯に聞こえるということ

ではないというふうに思うので、この点についてもやはりそれなりの調査をする必要があると

いうふうに思いますので、その点についてどの程度、開局したばかりですから単純にどうのこ

うのとは言えないと思うんですが、そういう実態があるということをどのように考えているの

かということ。 



 

 それと、今回の避難勧告指示ですね。４世帯に避難勧告、それで３世帯が避難したというこ

とですが、私どももテレビで見て、誰がどういう状況で避難しなきゃならないのかというのが

よくわからなかったということですね。雨が降っていますから、土砂災害、土砂崩れだとは思

うんですが、私どもの住んでいるところは土砂崩れするようなところではないというふうに認

識はしているんですけれども、あのテロップだけではわからないんですね。そして、じゃあこ

の４世帯にどのような伝達をしたのかということ。その方法についてお尋ねします。 

○議長（市川圭一君） 市民部次長岡見 清君。 

○市民部次長（岡見 清君） 利根川議員、２点に集約されると思いますが、まずＦＭの聞こ

えない地域の御質問につきましては、ＦＭ導入と同時に各行政区、区長を通してアンケートを

全員の方に、こちらは希望で、ラジオを持っていない世帯あるいは協力できない方を除いて、

ほとんど協力していただいてアンケートをとりました。 

 その中で、具体的に住所も書いていただきまして、聞こえないというお宅にこちらの職員が

出向きまして操作をやったところ、やはり操作の仕方がなかなかできていないというような状

況、あるいはラジオがダイヤル式、デジタルじゃなくてダイヤル式でそこに合わせづらいとい

うふうな状況がありまして、全てに電波が届いていて聞こえるということを確認しております。 

 また、これは皆様にお願いでございますが、やっぱりうちの中、自分のうちでもそうなんで

すけれども、やはり部屋の真ん中に行くと、あるいは鉄骨とか建物の構造によりますけれども、

非常時は窓際に行って、エスカードから電波が出ておりますので、その辺は周知、これからも

こちらから、先ほど利根川議員もおっしゃったように、市民の方に周知の徹底をしてまいりた

いと思っております。ですから、会派室もうちのほうで確認を具体的にさせていただきたいと

思います。 

 また、台風１８号による牛久の避難勧告指示の防災無線の状況についてお答えいたします。 

 本年９月の台風１８号、まず９月１０日、土砂災害警戒情報が午前６時ごろに発表されまし

た。次いで、大雨特別警報が午前８時ごろに発表されたことを受けまして、その都度防災無線

及びコミュニティＦＭで市民の皆様に注意を呼びかけました。なお、大雨特別警報が発令され

た際には、あわせてかっぱメールの配信と市ホームページのお知らせ欄への掲載により、広く

周知を図ったところです。 

 避難指示につきましては、当日崖地を中心に市職員が河川の水位や崖地の区域をパトロール

しまして、城中町の傾斜に小さな亀裂と思われるものが見つかったため、土砂が崩壊した場合

に影響が予想される３世帯につきまして避難指示を出したものです。４世帯のうち１世帯は、

空き家となっておりました。避難指示を出した地域が極めて限定的であったことから、防災無

線では放送しませんでした。市職員を現地に派遣し、城中区長と連携して該当世帯に直接避難



 

指示を伝達するとともに、城中区域の警戒に当たりました。なお、避難先については、城中区

長に協力を要請し、区民会館や行政区と災害協定を締結している元気館を避難先として提供し

ていただいています。これ、実際、職員派遣は私が行ってきました。それで、避難まで確認し

ました。 

 防災無線は、一度に多くの市民へ情報発信するために非常に有効な手段ですが、大雨の際な

どは大変聞きづらくなると認識しております。有事の際には、今後とも防災無線の放送にあわ

せコミュニティＦＭ、かっぱメール、ホームページを活用し、複合的に情報発信をしてまいり

ます。 

 また、市内に点在する土砂災害警戒区域等におきましては、累積雨量や降雨予想等を基準と

して速やかに避難準備情報や避難勧告、避難指示情報発令できるように、これから準備を進め

てまいりたいと考えております。 

 なお、防災減災には自分の命は自分で守るという自助の精神が非常に重要であると考えてお

ります。行政から発信される情報を市民の方みずからが積極的にテレビ、ラジオ、インターネ

ット等で収集し、それぞれが置かれている状況を判断できるよう、そして避難行動につなげて

いただけるよう、引き続きこちらから積極的に周知、呼びかけをしてまいりたいと思います。 

 あと一つ、先ほどのＦＭ関係ですね。なかなか外に災害時、大雨時、出づらいかもしれませ

んけれども、カーラジオが非常に聞こえるということも確認しておりますので、なかなか外に

は出られないかもしれませんけれども、もし聞こえない場合、そういったこともあわせて周知

をしてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 

○１８番（利根川英雄君） この災害の問題については、情報の伝達というものが非常に大切

になると思いますので、ぜひそこら辺のところは広報等で周知をしていただく、そしてまた行

政区長等も協力しながらぜひお願いしたいと。 

 それと、牛久市が発行しております牛久市土砂災害警戒区域指定箇所マップというのがあり

ますが、これで約２５カ所ぐらいかな。赤線で引っ張ってある地図があるんですが、これがど

の程度周知されているのかという問題ですね。今回、台風１８号の問題。先ほど答弁されてい

ましたように、なかなか自分で判断して避難するというのは難しい。自分の家だけは、と思う

方が非常に多いんですね。常総市の方もそのように思った方が多分におられたんですね。です

から、せっかくこのようなマップをつくっているんですから、これがどの程度、周知されてい

るのかというのもある程度、調査なり話をする必要があるんではないかなというふうに思いま

すが、その点。 



 

 それと、今回の避難勧告指示についてこのマップを利用しながらされたのかどうか、そうい

う点検をされたのかどうかということについてお尋ねをいたします。 

○議長（市川圭一君） 市民部次長岡見 清君。 

○市民部次長（岡見 清君） 利根川議員の御質問にお答えいたします。 

 今回、先ほど申しましたように、９月１０日７時６分に災害対策本部を設置しまして、同時

に各６３の行政区長に区民会館の開設をお願いして、全て確認してあけていただきました。そ

れと、パトロールにつきましては、その土砂災害マップですね。それをもとに全箇所確認をし

まして、その中で城中町の崖地を発見したという経緯でございます。 

 以上でございます。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 

○１８番（利根川英雄君） このマップなんですが、１８号台風以後のチェックはされたのか

どうかですね。 

 それと、数年前になりますが、３・１１の地震のとき、これも私の小坂団地なんですが、実

際に地震で急傾斜のところ、この地図に入っていないところが、空き地に亀裂が入ったという

ところがあると報告されたんですが、ほかの地域も可能性としては考えられると思うんですが、

やはりこういう大きな災害があった場合は、それなりのチェックが必要ではないかと思うんで

すが、ただ急傾斜地の問題については国並びに県ということで、なかなか牛久市で指定するわ

けにはいかないとは思うんですが、ただその後のチェック等はされたのかどうかという問題に

ついてちょっと確認をしたいと思います。 

○議長（市川圭一君） 市民部次長岡見 清君。 

○市民部次長（岡見 清君） そのチェックでございますが、当日９月１０日、大体１１時ご

ろからは雨が上がったと記憶しております。その後もパトロールをしまして、大丈夫だという、

１０日ですけれども、確認はしております。また、城中町につきましては、後日その亀裂と思

われるところの補強をして、大丈夫だという確認をしております。 

 以上でございます。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 

○１８番（利根川英雄君） この急傾斜地については、国の指定であり県等を含めて、そして

また費用が国からの補助金で出るけれども、ただし単独ではなかなかできないというような状

況もあるというふうには聞いております。なかなかこの危険地域を解消するというのも大変だ

とは思うんですが、ただある程度のチェックはしていただいて、今後の防災に役立てていただ

きたいというふうに思います。 

 今まで防災に対する情報伝達について質問をしてきたんですが、今後の対処する方針につい



 

て、まずはデジタル化というものが進んでいきますね。それと、現在は防災ラジオというもの

が多少使われておりますが、この防災ラジオが聞こえない地域も多分にあると。ビルによる影

響だというふうにも聞いておりますが、この防災ラジオがもし使えるようになれば一番いいと

いうのは、防災無線が発せられたときに防災ラジオのスイッチが入るということですね。これ

が一番の利点です。ただ、これはアナログなので、そう長くは使えないという。 

 それと、意見が結構あったのは、防災無線で流れる情報が遅いとか当てにならないというよ

うな意見が結構あったんですね。私も防災無線を聞きながら各戸を訪問していくと、そんなも

の信用できないとかとよく言われたんですが、この情報伝達、この間ちょっと打ち合わせのと

きに聞いたら、同じことを何回かやるから、最後にやるやつについては多少なりとも遅くなる

というふうには私どもも認識できるんですが、いろんな情報をやるときに、時間を入れてやっ

たらいいんじゃないかなというふうに。いつ日の何時何分にこういう情報が発せられたという

形でやると、聞いているほうにしてみれば大変わかりやすいというふうに思いますので、今後

の対処方針について、これらを含めて、ＦＭについてはぜひちょっと実際にはスイッチを入れ

なければ聞けないもので、電波の状況等を含めて十分周知徹底されるように。せっかくのＦＭ

ですから、防災についても十分情報ができるように。 

 それと、ＦＭについての、早朝、夜間、そしてまた土日祝日等、これらについてのＦＭ、今

後の方針ですね。どうなっているのか、現状も含めてお尋ねします。 

○議長（市川圭一君） 市長根本洋治君。 

○市長（根本洋治君） 防災無線の今後の方針についてお答えいたします。 

 防災行政無線は、国の指針により平成３４年１２月から現在のアナログ方式による放送がで

きなくなります。したがって、今後防災行政無線を継続的に使用していくためには、平成３４

年１１月末までにデジタル方式へ転換をしなければならない状況でございます。しかしながら、

それには多額の費用と期間等がかかることが見込まれますので、今後は防災行政無線のデジタ

ル方式への方向転換の有効性について、あるいは代替手段の運用についてなども検討しなけれ

ばならないと思います。 

 先ほどの常総市の水害でも、個人情報の云々がありました。やはりそういうことの情報の伝

達の仕方では人災でもあるようなことが起きてしまうのも、これも災害でございます。また先

日、山村先生ともお話ししたんですが、この牛久地区においての大きな災害のものはと言った

ら、竜巻というものが非常に大きな災害のウエートがあるという話を聞きました。災害につい

ても、竜巻においても、その伝達には天気予報、そういうものであらかじめわかりますけれど

も、一番有効なのは防災カメラという話がございました。ただ、防災カメラは夜が映らないと

いう難点もございます。ですから、そのようなことに鑑みながら、これからの牛久の防災に対



 

しての備えがどうあるべきなのか、またＦＭ放送をどのように活用しながら防災行政に当たる

かということを今からの課題として、私は取り組まないといけないと思います。 

○議長（市川圭一君） 利根川英雄君。 

○１８番（利根川英雄君） 公共交通の充実については、ぜひ担当課の設置を検討していただ

いて、なるべく早くいろんな方策をしていただきたい。 

 そしてまた、防災無線については的確に情報が伝わるような、あらゆる方法があると思いま

す。まずは、広報等でどのようなときにどのような情報伝達を受けることができるということ

をぜひ周知徹底していただきたい。これ、災害が起きてから、こうやって指摘されたときにや

らないで何かになると、これは人災になっちゃいますからね。ですから、ぜひ今後その方針を

積極的に進めていっていただいて、情報伝達を速やかにするようにお願いをいたしまして、私

の一般質問を終わります。 

 以上です。 

○議長（市川圭一君） 以上で、利根川英雄君の一般質問は終了いたしました。 

 これをもって一般質問を終結いたします。 

 以上をもって本日の日程は全部終了いたしました。 

 本日はこれにて散会いたします。御苦労さまでした。 

                午後４時４８分散会 

 


